
令和５年 3月

磐梯町

福島県磐梯町

後期基本計画



令和３年１２月、町の最上位計画である「総合計画」
を１年前倒しして、後期の見直しに入りました。

１年前倒しで実施したのは、世界的大流行となった
新型コロナウイルス感染症の長期化により、わたした
ちの取り巻く環境が激変したからです。コロナ禍によ
り経済の循環が鈍化し、一方、新たな生活スタイルに
よりリアルコミュニケーションは希薄となり、また仕
事の仕方も大きく変化しました。そこに追い打ちを描
けるように急激な円安、そして物価高が押し寄せてき
ています。

町では、予測不可能な状況を把握し、適切・的確・
迅速に対策を進めていくことが重要視された２年半で
したが、このように状況であっても試行錯誤で議論を
深めながら様々な施策を実施ができたことは今後の
行政運営にとって大きなプラスになったものと考えて
おります。

このように刻々と変化する行政を取り巻く環境
をしっかりと捉え、その変化に対応できるような
計画にしていくためには、住民と行政が一体的に
常に議論し合う場が必要であります。今回の総合
計画も、住民アンケートの実施とともに、地区説
明会、そして住民主体のワークショップを進めな
がら、住民の新たなニーズを反映させた計画にし
てきました。

これからも住民と地域企業、そして行政が「自分
たちの子や孫たちが暮らし続けたい魅力あるまち」
という将来像に向かい、議論を交えながら共創、協
働のまちづくりを積極的に推進して参ります。 

結びに、計画の策定に携わって頂きました多く
の町民の皆様、町議会と町総合計画審議会の皆様
に心から感謝申し上げまして挨拶とさせていただ
きます。

令和５年３月
磐梯町長

町長挨拶
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②行政経営の抜本的転換
戦略的 · 挑戦的な総合計画を推進する上で最も重

要なことは、行政経営のあり方や手法を抜本的に転
換することです。新型コロナウイルス感染症の拡大、
デジタル変革の進展及び住民ニーズのさらなる多
様化に対して、従来の行政運営の手法のみでは対応
しきれないことが明らかであり、従来の行政運営を
継続している限りは、大幅な人口減少を伴う厳しい
将来を乗り越えることは、極めて困難です。行政経
営に関わる要素として、人材、組織、仕組み等が挙
げられますが、それらの各要素において、多様化す
る住民ニーズと変化し続ける社会環境に迅速かつ
柔軟に対応できる変革が、計画実現のためには不可
欠です。

本計画では、今までの全国に先駆けたデジタル変
革の取り組みを踏まえ、行政経営の抜本的転換を重
要事項として位置付けています。

③策定過程のデジタル変革
前回の総合計画策定における課題点は、迅速な計

画策定を重視したため町民参画の取り組みが弱かっ
た点です。また、計画策定後は新型コロナウイルス
感染症が拡大し、町民との直接の対話の機会を設け
ること自体が難しくなった時期も続きました。

どんなに素晴らしい計画内容でも多様な住民ニー
ズに基づかなければ、共創 · 協働のまちづくりは実
現しません。また、町民においても、計画策定後も、
継続してまちづくりに参画し続けることが期待され
ます。

令和元年度、本町では、従来の「振興計画」の名
称を変更し、「総合計画」として策定し、まちづくり
の基本指針として、その取り組みを進めてきました。

一方で、新型コロナウイルス感染症の拡大は、私
たちの社会生活のあり方を一変させ、さらなる行政
· 地域 · 社会のあり方の抜本的変革の必要に迫られて
います。また、前期計画に位置付け、本町が全国に
先駆けて取り組んできたデジタル変革も、社会の要
請へとその趣を変えました。

このような、前期計画策定時に想定されなかった
社会情勢の劇的な変化と、それに伴う町民ニーズの
さらなる多様化を受け、令和 5 年度までの前期計画
を一年前倒しで見直すこととしました。

今回の見直しについては、「網羅的計画から総合戦
略へ」、「行政経営の抜本的転換」及び「策定過程の
デジタル変革」の３つの考え方を基本としています。

①網羅的計画から総合戦略へ
従来の総合計画は、網羅的要素が重視され、多種

多様な利害関係者に過剰に配慮することから、網羅
的かつ形式的になる傾向がありました。

人口減少が進行する磐梯町の置かれた状況は依然
として厳しく、行政 · 地域 · 社会において活用できる
資源は限られています。

このため、本計画では、磐梯町の限られた経営資
源において、重点的 · 優先的に取り組むべきこと、
挑戦すべきことを明らかにした上で、磐梯町の基本
理念と将来像を実現するための「総合戦略」として
位置付けました。

計画策定の趣旨計画策定の趣旨

総合計画の基本的な枠組み
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な国民生活の実現を図るための防災 · 減災に資する 
国土強靭化基本法 ( 平成 25 年法律第 95 号 )」に基
づき策定する「国土強靭化地域計画」、及び社会福
祉法第 107 条に定める「地域福祉計画」と一体的
に策定し、町民ニーズの変化に的確に対応し将来を
見据えた投資や、新たな取り組みを積極的に実施し、
地域創生を推進するため「行政経営方針」について
も一体的に策定しました。

そこで、オンライン、オフラインも含めて、様々
なデジタル技術を活用することで、可能な限り多く
の住民が、それぞれの立場で住民参画できる取り組
みを採用しました。

最後に、事前防災 · 減災と迅速な復旧 · 復興に資
する施策の総合的、計画的な実施が求められている
ことと地域福祉はまちづくりと一体的に構想される
必要があります。そこで、本計画は「強くしなやか

（１）町においては、まちづくりの指針となる最上位
の計画となります。

（２）町民においては、共創・協働のまちづくりへの
参画方法などを明らかにし、自主的・積極的な活動
を進めるための指針となる計画となります。

この計画は令和５年度から令和８年度までの４年
間に及ぶ長期的な展望に立ち、本町が目指すべき将
来像やまちづくりの基本的方向及び方策を明らかに
するものです。 

国の施策 · 経済動向は刻一刻と変化しており、予
測しがたい点も多く、計画実施に当たっては弾力的
に運用するものとします。

計画の性格と役割計画の性格と役割
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の４年間とし、基本構想を具体化するための必要な
施策について、事業内容を体系的に明らかにするも
のです。
 (3) 実施計画 

実施計画は、基本計画に示された施策を現実の行
財政のなかにおいて実施するための 3 年間の短期計
画とし、ローリング方式により年次ごとに定め、個々
の具体的な施策 · 事業について、その規模、経費等
を明らかにするものです。

正、追加等が必要となる可能性があります。
そこで、本総合計画では、基本構想の範囲内に留

まる部分的な計画項目の終了、修正、追加等につい
ては、町議会及び町総合計画審議会への報告等を経
た後、柔軟に変更できるようします。

この計画は、令和５年度を初年度とし、向こう４
年間の「基本構想」、４年間の「基本計画」、3 年間
の「実施計画」で構成しています。
(1) 基本構想 

基本構想は、令和８年度を目標としたまちづくり
の基本目標と磐梯町の姿を示し、その実現のための
行政及び町民の取り組むべき基本方針を明らかにす
るものです 
(2) 後期基本計画 

後期基本計画は、令和５年度から令和８年度まで

基本計画の見直しを 1 年間前倒ししたため、計画
期間４年間となっています。期間の長さと、社会的
変化の速さ、及び国の各種政策との関係性を考慮す
ると、計画項目の前倒しでの達成や前提条件 · 社会
環境等のさらなる変化により、計画項目の終了、修

計画の構成と期間計画の構成と期間

基本計画見直しの枠組み基本計画見直しの枠組み

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 令和 8年度

基本構想
（令和 2年度～8年度）

前期基本計画
（令和 2 年度～4 年度）

後期基本計画
（令和 5 年度～8 年度）

実施計画（3 カ年）

実施計画（3 カ年）

実施計画（3 カ年）

実施計画（3 カ年）
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本計画においては、国土強靭化計画や地域福祉計
画を兼ねることで、行政計画の整理統廃合と、個別
の行政計画との整合性の担保を図る端緒を拓いてい
ます。今後も、総合計画の理念に基づき、個別の行
政計画のあり方を抜本的に見直し、整理統廃合する
ことで、形式に捉われすぎず、本質的な取り組みを
追及します。

③日常的な町民参画の継続
本計画の見直しにあたり、アンケート、地区懇談会、

ワークショップ等、様々な町民参画の取り組みを実
施しました。新型コロナウイルス感染症の収束も想
定されることや、町民の皆さんからも継続的な町民
参画の希望があったことも踏まえ、総合計画の策定
の有無に関わらず、今回の策定過程の知見も活かし、
日常的に町民参画の取り組みを実施します。

④以上を踏まえて、総合計画のあり方の抜本的見直し
今回の見直しは、多くの地方自治体において従来

から行われている、基本構想 · 基本計画 · 実施計画
の枠組みに則ったものです。一方で、新型コロナウ
イルス感染症の拡大 · デジタル変革の進展及び住民
ニーズの多様化等を考慮すると、以前より迅速かつ
柔軟な行政経営が求められており、従来型の基本構
想 · 基本計画という枠組み自体についてもゼロベース
で見直す時期に差し掛かっている可能性もあります。

例えば、平成 23 年行われた地方自治体法の改正
により、基本構想策定の義務づけ規定が廃止され、
全国の自治体の中には、従来型の枠組みに捉われな
い自治体も現れ始めています。

本町においても、４年後の計画策定を視野に入れ
ながら、まちづくりの方針のあるべき姿についても
検討し、総合計画のあり方も含め抜本的に見直して
いきます。

今回の総合計画の見直しは、多くの町民、職員、
関係機関の皆さんが関わる、磐梯町史上においても
大規模な取り組みでした。そのため、多くの今後の
取り組みにつながる示唆を得ることができました。

そこで、本計画が終了する４年後の計画策定を見
据えて、以下の 4 点について、一定の道筋を示し、
取り組んでいくことが必須です。

①町政の現状把握 · 分析にかかる情報 · データの管
理体制構築
計画を策定するにあたり、町政にかかるあらゆる情

報 · データに基づく現状把握や分析が重要です。一
方で、情報 · データが存在するものの各課に散逸し
ていたり、新規的な分野についてはそれらを新規に
収集しなければならなかったりすることもありまし
た。

町政の現状把握 · 分析のための情報 · データの収
集や総合的な管理は、相当な業務であり、多くの自
治体においても試行錯誤がなされているところです。
そこで、本町においても、デジタル技術等も活用し、
町政の現状把握 · 分析にかかる情報 · データの効率的
· 効果的な管理体制の構築を目指します。

②個別計画等の整理統廃合
総合計画の策定において、常に問題となることが、

個別の行政計画との整合性です。磐梯町においても、
法定計画を中心に多数の行政計画が存在しています
が、今回の総合計画見直し過程において、多数ある
個別の行政計画と総合計画との整合性を図ることに
は限界があることが再確認されました。

この行政計画の乱立と総合計画との整合性の問題
は、磐梯町に限らず、多くの自治体において生じてお
り、国に対しても問題提起されてきた経緯があります。
その結果、政府は自治体に作成義務を課している行
政計画の増減数を今年から年 1回、省庁別に公表す
る方針を決めました。

４年後を見据えた取組４年後を見据えた取組
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基本計画

共創協働のまちづくり　

充実した暮らしづくり

やりがいのある仕事づくり

未来へ繋がるまちづくり　
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町では、安心して子どもを育てられる環境づくり
を重点施策に置いていますが、少子高齢化による人
口の自然減少が進行しています。（下記グラフ参照）

このような中、町では安心して結婚、妊娠、出産、
子育てができる環境づくりや子育て家庭の不安や負
担の軽減のため、幼稚園保育料の無償化やこども館
による放課後預かりを実施しています。　

また、「磐梯版ネウボラ」により妊娠期から中学校
卒業まで専任保健師が関係機関と連携し丁寧な対話
や面談で子育て支援に取り組んでいます。この取り
組みは、ネウボラを実施していない自治体や、実施
していても小学校入学までの期間のみの自治体が多
い中、先進的な施策となっています。

さらに、磐梯町教育 · 保育施設再編整備基本構想

策定会議において、2 年間に渡り「磐梯町の子ども
たちが最高の教育 · 保育を受けられる環境」につい
て議論して頂いた内容を踏まえ、令和 4 年 11 月に
答申書が提出されました。今後の教育 · 保育施設の
再編の方向性は、特に子育て世帯の町民に関心の高
い内容のため、各関係者から多種多様な意見が存在
しており、合意形成を丁寧に進める必要があります。

町民アンケート調査では、20 ～ 40 代の 40％を
超える人が、これからも町に住み続けたい理由とし
て「子どもを育てていくための環境がよいから」と
回答しており、今後も全ての子どもが健やかに成長
する環境の整備や教育・保育サービスの一体的提供
の充実及び定住支援（住まい、親の就業等）と連携
した包括的な施策の検討が必要となっています。

１．子育て

未来へ繋がるまちづくり

現状現状とと課題課題

子育て政策分野 教育・生涯学習・スポーツ 歴史 · 文化 · 国際交流

将来人口予測
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取組取組のの方向性方向性

一人ひとりの子どもが健やかに成長できるよう、
すべての子どもや親に対し、妊娠 · 出産期から切れ
目のない支援に配慮し、健康づくりの支援、医療体
制の充実、子育てに対する不安や負担を軽減するた
めの相談できる体制づくり、経済的支援の拡充を推
進します。

また、障がい、疾病、虐待、貧困、
家庭の状況などにより支援の必要性が
高い子どもとその家族を含め、すべて
の子どもや子育て家庭への支援を推進
します。

さらに、「磐梯町教育 · 保育施設再編
整備基本構想策定会議」の答申も踏ま
え、教育 · 保育の機能 · 制度 · 施設等の
再編を実施します。

主な実施事業
· 磐梯版ネウボラの推進
· 子育て世帯への支援の拡充
· 地域企業との連携
· 教育 · 保育施設の再編成

①子育て環境の整備・拡充

具体的具体的なな取組取組

生活様式の変化により子育てのニーズも変わっ
てきています。本町で子育てする上で、包括的に
サポートできる施策を子ども本位に再デザインし
ていきます。
「磐梯町教育 · 保育施設再編整備基本構想策定会

議」によって答申された提言も踏まえ、子育て環境
の整備 · 拡充を進めるとともに、サービスの充実を
図り維持ができるように、官民共創による運営も検
討します。

また、町民アンケートの結果、これからのまちづ
くりにおいて自身が取り組みたいこととして、「隣
近所での見守りや声掛け、支え合い等を行う」が

37% と最多でした。このような町民の思いや繋がり
も活かしながら、地域における子ども · 子育て支援
体制を拡充します。

さらに、子ども · 子育て支援は、移住 · 定住、教
育等の各種政策と密接に関係するため、組織間の連
携を図りながら、子ども及び子育て家庭本位の取り
組みを進めます。

以上のことから、子どもたちが地域の愛情に包ま
れながら、子育て世帯が「安心感」、「充実感」を感
じながら健やかな育みができる子育て支援を進め、
子や孫たちが磐梯町に暮らし続けたいと実感できる

「子育てのまち」を目指します。
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② 地域における子ども・子育て支援体制の拡充 

子ども · 子育て支援は、家庭、学校、地域など地
域社会のあらゆる分野の人々が、子育て世帯に寄り
添い、子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげ、
親としての成長を促すよう支援することが重要とな
ります。地域全体がその役割を果たし、共に子ども
の成長を喜び、分かち合うことができるよう、子育
て支援体制の強化を図る取り組みを推進します。

核家族化の進行により、両親だけで子育てを担っ
ている家庭も少なくなく、すべての子育て家庭への
支援強化のため、在宅保育や在宅ワークに係る負担
軽減に向けた相談体制の整備と訪問型子育て支援に
加え、在宅保育助成制度の検討を進めるなど、あら
ゆる子育て世帯への支援充実を図ります。

また、移住 · 定住施策の一環として、町外の児童
が磐梯町の保育や教育を体験できる取り組みを検討
し実施します。

主な実施事業
· こども家庭センターの設置
· 子育て支援ネットワークづくり、拠点整備の推進
· 保育所 · 幼稚園における移住定住に向けた
  受入事業の検討

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年） 目標設定の説明

待機児童数 ０人 ０人 ０人 現状維持

こども家庭センター
の設置 ０箇所 ０箇所 1 箇所 こども家庭センターの設置

数値目標

強靭化
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現状現状とと課題課題
社会経済情勢の大きな変化の中で、子どもたちは

「自分がどう生きるか」を主体的に判断し実行してい
く力を身につけることが求められており、町民アン
ケート調査では、10 ～ 40 代の方のうち 26.6％が
優先的に取り組むべき項目として「学校教育や生涯
学習など教育環境・機会の充実」と回答しています。
交流活動等による地域教育力を活かすためにも、学
校を地域の拠点として、積極的に家庭や地域との連
携を図り、学校・家庭・地域が一体となって地域の
コミュニティを活性化していくこと（スクール・コミュ
ニティ※）が求められています。

町では、幼小中一貫教育により、確かな学習の習
得及び一人ひとりの個性と能力を伸ばす教育を行っ
ております。特に英語教育では、幼稚園から ALT※

と一緒に楽しみながら英語に慣れ親しむ機会を設け
ています。

また、国の GIGA スクール構想により、磐梯町で
は町内小中学校では高速通信環境と電子黒板が整備
され、児童 · 生徒には 1 人 1 台の学習用タブレット
端末が配布されています。電子黒板や学習者用デジ
タル教科書を授業で活用するのはもちろん、家庭へ
の端末持ち帰りを進めるため、子ども一人ひとりの
進捗状況に合わせて学習できる AI 型デジタルドリ
ル、子どもたちが自ら進んで端末を活用するための
電子書籍読み放題サービス、安全に使用するための
管理ツール（フィルタリングソフト、遠隔管理ソフ
ト）等を導入しています。子どもたちがＩＣＴを活用
するにあたっては、子どもたち自身がデジタル社会
の一員としてメディアと上手に付き合っていけるよ
うに、デジタル · シティズンシップ教育の考え方を
取り入れてサポートしています。

学校 · 教職員の ICT 活用力を向上させる取り組み
としては、地域おこし協力隊１名を ICT 支援員とし
て採用し、学校の ICT サポートを行っています。

今後も ICT 等を活用しながら、多様な子どもたち
を誰ひとり取り残すことのない、公正に個別最適化
された学びの実現に向けた取り組みを継続していく
ことが必要です。

令和４年 11 月に、町では語学教育交流の実施に
向け、ニュージーランド国に現地調査団を派遣し、
磐梯中学校と現地の生徒との遠隔での交流を実施し
ており、グローバルに活躍できる人材の育成を目指
します。

さらに、学校 · 家庭 · 地域が一体となった教育をし
ていくためにも、町では、国の地方教育アドバイザー
制度を活用して文部科学省職員をアドバイザーとし
て選任いただき、教育施策に関する企画立案などの
相談や助言などを頂いたり、「令和の日本型教育」の
実現にむけて慶應義塾大学ＳＦＣ研究所と連携協力
を締結する等、様々な有識者の方から助言を受けな
がら施策の実施を進めています。　

生涯学習 · スポーツ事業については、新型コロナ
ウイルス感染症の拡大によって、実施の中止や参加
者の減少が見られます。また、町民ニーズに即した
内容を効率的 · 効果的に提供する点に関して課題が
あります。

子ども向けのスポーツにおいては、少子化により
磐梯町単独でチームが作れない状況になっているた
め、指導者の高齢化 · 後継者不足なども課題となっ
ています。スポーツ協会·スポーツ推進委員·指導者、
各スポーツ団体等の組織充実を図り、生涯スポーツ
の基盤づくりに努める必要があります。

２．教育・生涯学習・スポーツ

※スクール · コミュニティ ……学校を、世代を超えた人たちが交流できる新しい活動拠点とし、子どもから高齢者までさまざまな
    　　世代の交流を促進し、地域のコミュニティ活動をさらに元気にする取り組み。
※ ALT   ……外国語指導助手（Asistant langage teacher）。小学校や中学校の児童・生徒に英語の発音や国際理解、
    　　教育の向上を目的として学校に配置され、授業を補助している。現在磐梯町では２名配置。
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具体的具体的なな取組取組

取組取組のの方向性方向性

教育にかかる機能 · 制度 · 施設等を子ども本位に再
デザインするために、幼小中一貫教育の推進、教育
留学の試行、外部の人材 · 知見の積極的活用等の先
駆的な取り組みについても挑戦します。

また、一人ひとりに応じた学習支援体制を充実す
るために、人員の加配、教育のデジタル変革等を進め、
家庭 · 地域との連携による学校運営の推進を図るた
めに、コミュニティ· スクール※も含めてＰＴＡ、地域
交流のイベントなどを実践していきます。

主な実施事業

① 教育

幼小中一貫教育の目標である「夢を語り　夢の実
現に向かって努力する子どもの育成」のため目指す
子どもの像として、「磐梯で学び育ったことを誇り
に持つ教育」「未来をたくましく生き抜くことがで
きる教育」を推進します。未来へ繋がる経験を重視
し、子どもたちが学ぶ環境を選択できる子ども本位
の教育環境を実現するために、教育にかかる機能 ·
制度 · 施設等を再デザインします。

また、共創 · 協働のまちづくりの理念の下、住民
が自分たちの考えを持ち、大人の姿から子どもたち
を育てるまちを実現させるため、新たな枠組み（ス
クール · コミュニティ）を構築していきます。

特に磐梯の教育の柱である英語教育については、
磐梯町の次代を担う子どもたちを視野の広い国際
感覚のある心豊かな生徒に育成し、更なる充実を図
るため「語学教育」を主な目的として中学生を海外
に派遣する語学教育交流事業を実施します。

さらに、生涯学習 · スポーツ事業については、「人
生 100 年時代」、「生きがいのある人生」の観点から、
ますます重要となります。

今後は、民間活力や交流 · 関係 · 愛着人口の人々
も活かしながら、より町民ニーズに即した内容を
効率的かつ効果的な手法で提供することを目指し
ます。

※コミュニティ · スクール ……学校と地域住民等が力を合わせて学校の運営に取り組むことが可能となる「地域とともにある学校」
    　　への転換を図るための有効な仕組み。

· 教育にかかる機能 · 制度 · 施設等の再デザイン
· 一人ひとりに寄り添った磐梯版ネウボラと学習支援体制の充実
· 家庭 · 地域との連携による学校運営の推進
· 海外派遣語学教育事業の実施

強靭化
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青少年学習事業については、小学生を対象とした
「ばんだいっ子クラブ」、「まなびときばんだい」の取
り組みを拡充します。

また、成人学習事業については、磐梯大学だけで
なく、住民ニーズを把握しながら、民間活力の活用
やネットワークづくりなども検討し、町民の人生を
豊かにし、地域の支え合いに寄与する内容を中心に、
効率的かつ効果的な提供を目指します。

さらに、スポーツ事業については、おおるりンピッ
ク大会、町民体育祭などの既存の取り組みに加え、
町ロードレース大会やふれあいセンター等の運営に
ついて民間活力の活用も検討します。

主な実施事業
· 青少年学習事業の推進
· 成人学習事業の推進
· スポーツ事業の推進

② 生涯学習・スポーツ

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年） 目標設定の説明

青少年学習事業
参加者数 延べ 70 人 延べ 86 人 延べ 100 人 参加者増を目指す。

成人学習事業
参加者数 延べ 944 人 延べ 401 人 延べ 1,000 人 各種講座の参加者数の増を

目指す。

スポーツ事業
参加者数 延べ 1,289 人 延べ 210 人 延べ 1,300 人 高齢化・人口減少を考慮し、

最低限の減に留める。

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和３年）

目標値
（令和８年） 目標設定の説明

英検 3 級以上
取得者率 60% 65.6% 67％ 中学校卒業時での

英検 3 級以上の増を目指す。

語学教育交流事業 － － 小中学校
各３回

語学教育を目的に中学生を対象とした海外
の学校での体験的授業への参加や

ホームステイの体験をはじめ、海外の学校
と各小中学校との間でリモートによる

交流事業を実施する。

数値目標

数値目標
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現状現状とと課題課題
本町には、会津仏教文化発祥の地として名高い慧

日寺跡があり、学術的にも歴史的にも大変貴重な国
指定史跡として、現在、指定地の発掘調査や土地公
有化とともに整備事業を進めています。

また、「地域における歴史的風致の維持および向
上に関する法律」に基づき策定した「磐梯町歴史的
風致維持向上計画」は、平成 28 年 1 月 25 日に国
の認定を受けており、慧日寺跡を拠点に本寺 · 大寺
地区を重点区域として、さまざまな事業を展開して
います。一方で、こうした歴史遺産や文化資源の保
存と活用及び維持管理には、収益力の強化も求めら
れています。

その中で、令和３年度の磐梯山慧日寺資料館入館
者数は約 6,500 人と新型コロナウイルス感染症の拡
大に伴い大きく減少しています。集客の回復を図る
ためにも、道の駅やリゾート施設など、他の観光施
設 · 事業と連携し、効率的かつ効果的な慧日寺跡等
への誘引が肝要です。

また、磐梯町の歴史 · 文化を観光振興に活かし、
新たな層を呼び込んでいくためには、
若者やインバウンド等に対する情報発
信も重要となります。町内外に対して、
インターネットやＳＮＳ等を活用した
効果的な情報発信に努め、認知度の向
上や観光振興に向けた受入体制づくり
が課題です。　

そのためには、自分たちが住んでい
る地域について改めて町民自らが調べ
直し、埋もれてしまった地域の生活文
化などを再発見し、見直していく取り
組みも必要です。

民俗芸能では、巫女舞、舟引き祭り、
赤枝彼岸獅子舞などが行われており、

こうした貴重な伝統文化の保存 · 継承は、郷土への
関心を高め、町民の連帯感を育むことにつながりま
す。しかしながら、各伝承団体とも後継者不足が深
刻な課題となっています。伝統を受け継ぎながらも、
その伝承のあり方には新たな視点からも検討してい
かなければなりません。

国際交流については、カナダ国オリバー市との姉
妹都市交流として使節団による相互交流や中学生に
よる教育交流等を通して友好関係を築いてきました
が、新型コロナウイルス感染症拡大の影響で、相互
訪問が困難な状況でありました。今後は、姉妹都市
交流を再確認し、人的 · 文化的交流により国際社会
に対応する幅広い視野と豊かな人間性を育む機会の
創出が必要です。

デジタル技術などの進化のほか、VUCA（将来の
予測が不可能な状況）の時代の今、変化に対応して
いける人材を育てていくためにも、国際交流の目的
を再定義し、従来型の交流だけでなく、デジタル技
術も活用した新しい交流の形が求められています。

３．歴史・文化・国際交流
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具体的具体的なな取組取組

磐梯町の歴史 · 文化に関する町民への啓発 · 教育
等を推進することで、町民自身が主体となって行政
と共に、文化財や伝統文化を後世に守り伝えていく
機運を醸成します。

そのために、史跡慧日寺跡をはじめ、町内各所に
残る文化財等の調査 · 保存 · 整備及びの活用を促進
すると同時に、巫女舞、舟引き祭り、赤枝彼岸獅子
舞等の民俗芸能の保存 · 伝承を支援します。さらに、
まちづくりと観光振興の観点も加え、歴史的風致の
維持 · 向上と町外に向けた情報発信を推進します。

主な実施事業

①歴史・文化

地域の歴史 · 文化を知ることは、町民の地域への
愛着を育み、次世代へ地域を引き継ぐ動機となり
ます。

町民アンケートの結果、これからのまちづくりにお
いて自身が取り組みたいこととして、「町の歴史文化
に関心を持ち、学んだり、触れたりする機会をつくる」
と答えた割合が 16.5% と低い一方で、「街の良さを
発見し、誇りに感じたり、他に広めたりする」と答え
た割合が 29.2% と比較的高いことから、まずは磐梯

町の歴史 · 文化についての町民への啓発 · 教育を通じ
て機運醸成を図りながら、文化財 · 伝統芸能の調査 ·
保存 · 整備及び活用に向けて、町民との協働を促進し、
まちづくりや観光振興にも繋げます。

また、国際交流については、国際交流を自治体間、
教育分野だけでなく、様々な分野で展開し、交流に
留まらない協働 · 共創も視野に入れ、交流を通じた
国際感覚にあふれる人材育成に努め、世界に拓かれ、
未来に繋がる磐梯町を目指してまいります。

取組取組のの方向性方向性

· 磐梯町の歴史 · 文化に関する町民への啓発 · 教育等の取り組み（講座 · ワークショップ、見学会など）
· 史跡慧日寺跡をはじめとする様々な文化財の調査 · 保存 · 整備と活用、ならびに民俗芸能の活動 · 伝承の支援
促進、歴史遺産の掘り起こしの取り組み（慧日寺資料館の利活用、発表機会の創出、伝承活動への補助など）

· 歴史的風致の維持 · 向上と町外に向けた情報発信の推進（SNS の活用など）
· 史跡慧日寺跡 · 慧日寺資料館での集客イベントの実施と道の駅ばんだいとの連携強化

強靭化
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目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年） 目標設定の説明

国際都市交流の実施
( オンライン含む ) １回 0 回 ６回

国際交流により異文化に対する理解を深め、人的
· 文化的交流を継続するとともに、社会のグローバ
ル化に対応する幅広い視野と国際社会に貢献する豊
かな人間形成を行い、カナダ国オリバー市との交流
のあり方や手法等を再検討しながら新たな交流相手
や手法の調査を進めてまいります。

②国際交流

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年） 目標設定の説明

磐梯山慧日寺資料館
入館者数 20,000 人 5,000 人 30,000 人 磐梯山慧日寺資料館の展示の更新などと共に、

慧日寺跡周辺一帯での誘客に取り組む。

文化財活用事業への
参加者数 3,500 人 2,300 人 10,000 人 各種イベントの実施により、

参加者の増を図る。

歴史的まちなみ
整備事業延べ実施数 ４件 12 件 16 件 毎年２件の実施を目指す。

数値目標

主な実施事業
· 国際親善、教育交流
· 既存の姉妹都市との交流のあり方の再検討と新たな交流に向けた調査の実施

数値目標
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町の基幹産業である農業の従事者は減少傾向にあ
り、昭和 55 年当時に 718 人いた第一次産業従事
者は、令和２年の国勢調査では 232 人まで減少し、
農業の担い手の確保 · 育成について、量的 · 質的両
面において課題を抱えています。

農業従事者の高齢化、後継者不足に伴う集落機能
の低下により農村環境の悪化が懸念されており、地
域での話し合いを基にした人 · 農地プラン（地域計
画）策定による担い手への農地集積 · 集約化と、よ
り効率的な農業生産を行うために生産基盤の整備が
急務となっています。

また、食の安全への意識が高まり、国内産農産物の
消費拡大や地産地消への機運も高まり、産地間競争
が激化しています。そのため、特色のある農業を推進し、
自分たちの子や孫たちが暮らし続けたい魅力あるまち
づくりを実践するため、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）
を掲げ、国のみどりの食料システム戦略と連動した本町
独自の環境と調和した持続可能な農業『磐梯さとやま
の慧み』により、ニーズに対応した高品質化や高付加価
値化に努めつつ、生産性の向上を図ってきました。

しかし、ブランドとしての普及拡大には至っておら
ず、このままでは収益構造は改善せず、担い手の確

保等にもつながっていかないため、今後は競争力を高
めるべくマーケティングの強化も不可欠であります。

次に、林業については、本町の森林所有者は、林
業への依存度が低く、農業を主体とした農林業の経
営を行っている現状にあります。社会及び経済状況
の急激な変化により林業は減退し、林業従事者の高
齢化による担い手不足や林業採算性の悪化による所
有者の林業経営意欲の低下など、森林所有者等で
ある農業者が林業を複業して経営を成立させること
は、近年の情勢では困難な状況にあります。伐採 ·
再造林という林業のサイクルが成り立たず、倒木や
鳥獣被害等による森林の荒廃は森林力機能の低下と
いった大きな問題となっています。

有害鳥獣被害対策については、クマの被害は依然
として見受けられ、近年はイノシシによる被害が増
え、農作物被害に加えて、掘り起こしによる農地災
害が増加しております。これに対し、集落ぐるみの
広域電気柵の設置や緩衝帯の整備を行うとともに、
捕獲圧を強化するため、町有害狩猟鳥獣捕獲隊と地
域おこし協力隊（有害鳥獣担当）が連携して対応し
ていますが、捕獲隊員の高齢化による担い手の確保
や育成が課題となっています。

１．農林業 · 有害鳥獣被害対策

やりがいのある仕事づくり

現状現状とと課題課題

農林業 · 有害鳥獣被害対策政策分野 商工業と産業創出 観光と広報 · マーケティング

3,500

3,000

2,500

2,000

1,500

1,000

500

0
昭和 35 年 昭和 45 年 昭和 55 年 平成 2 年 平成 12 年 平成 22 年 平成 27 年 令和 2 年 令和 12 年

3,216

2,685
2,579

2,321
2,077

1,781 1,756
1,594

1,392

就業者総数（人）
産業別人口の動向及び見通し

就業者総数 第一次産業 第二次産業 第三次産業

1,558

946

712

1,064

921

699

1,088

773

718

975

802

541

989

712

375

974

499

308

976

494

286

920

442

232

860

380

152
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目標名 自主防災組織数 死亡事故ゼロの日数

当初値
（平成30年）　 ０団体

１７５日
（平成30年 10月 7日～
平成 31年 3月 31日

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年）

目標設定の説明 期間満了期間まで

具体的具体的なな取組取組

世界的な需給の増加、国内の食料自給率の低下な
ど、様々な要因から我が国の農業は成長産業になる可
能性を多分に秘めており、スマート農業の実証や研修
機関の役割を果たす、農業改革の主となる農業振興
公社を設立します。 

農業者の高齢化や就農率の減少が進む中で、中核的
な農業担い手である認定農業者を柱にしながら、新規
就農者、新規参入者、農業法人、女性農業者、高齢
農業者、農業参入企業、半農半 X 等の多様な担い手
づくりを進めていきます。また、少数の担い手が競争
力のある農業を展開しながら低コスト化を目指すため
には、スマート農業等の新たな作業形態を導入して省
力化を図ることも必要であり、必要に応じた農業機械

の導入や圃場改良等を普及する体制整備を検討すると
ともに、それに付随した施設整備を検討していきます。 

将来的には、町内の農業法人 · 認定農業者及び多様
な担い手と連携しながら、農業振興公社が農業生産
法人として、生産性向上と付加価値を両立する魅力的
で儲かる農業経営を目指していきます。 

上記を踏まえ、「農業経営継続のサポート」と「儲
かる農業への出口戦略強化」の戦略を軸に、農業振
興公社を中心とした農業改革を、一般社団法人ばん
だい振興公社と連携しながら進めます。 

また、実質化された人 · 農地プラン（地域計画）を
基に、組織化 · 法人化や集落営農の推進と農業生産
基盤の整備を検討していきます。

①農業

農業 · 農村が有する多面的機能を維持し、農業従
事者が自立して生計を立てられる「儲かる農業」を
実現するために、農業政策の方針 · 推進体制を見直
します。

また、林業については、従来の取り組みを継続し
ながら、森林経営管理制度の活用を検討するととも

に、今後、森林が本格的な主伐期を迎えるにあたり、
間伐等により森林環境整備を進めていきます。さら
に、有害鳥獣被害対策については、人的 · 経済的被
害が最小限になるよう取り組みを強化し、担い手の
就業につなげるように利活用について調査 · 研究し
ます。

取組取組のの方向性方向性

目標名 当初値（平成 30 年） 現在値（令和４年） 目標値（令和８年） 目標設定の説明

農業生産法人の数 ２組織 ３組織 ５組織

農業産出額 ８億９千万円 ８億５千万円
（令和２年）

11 億７千万円
（令和１２年）

磐梯農業振興地域整備計
画より

新規就農者数 ５人 ６人 12 人

主な実施事業
· 農業振興公社の設立による農業経営の持続化支援
· 新規就農者育成総合対策事業の活用や町独自の就農支援事業の拡充
· 農産物 PR 事業等による販売戦略の強化

数値目標

強靭化
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②林業 · 有害鳥獣被害対策

森林の整備及び保全に当たっては、森林の有する
多面的機能を効果的に発揮させるため、生物多様性
の保全や地球温暖化の防止の観点も踏まえながら、
健全な森林資源の維持造成を推進するとともに、資
源状況の適確な把握に努めます。

具体的には、森林の有する各機能を最大限に発揮
するための適切な森林施業の実施、林道等の路網の
整備、森林施業又は経営の受委託、保安林制度の適
切な運用、山地災害等の防止、森林病害虫対策、獣
害対策等による森林保護を推進することにより、多
様な森林資源の整備及び保全を図ります。

また、野生鳥獣による農作物等への被害を防止す
るとともに、住民の安全な生活環境の確保を目的と
する各種施策を実施し、森林や有害鳥獣を資源とし
て捉え、豊かな自然環境と良好な生活環境を育む森
林（もり）としての機能はもとより、間伐材等を燃
料とする森林循環をベースとしたバイオマス発電や
野生鳥獣の革や骨など加工品としての利活用につい
て調査 · 研究します。

主な実施事業
· 町分収造林地及び公団分収造林地の施業実施
· 里山林整備事業や広葉樹林再生事業等による森林環境の整備
· 電気柵等設置及び有害鳥獣捕獲支援事業の実施

強靭化
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現状現状とと課題課題

商業については、平成 21 年にオープンした道の
駅ばんだいや令和３年にオープンしたスーパーが主
要な商業施設で町内の経済活性化に繋がっています
が、これからは、オンライン事業及びＥＣサイト※を
活用した特産品の販売 · 開発や地域デジタル通貨「ば
んだいコイン」による地域内経済循環の取り組みを
進め事業者の主体性やデジタル通貨の利用者拡大に
つなげていく必要があります。

本町は、以前より工業の町として近隣市町村から
多くの方が通勤し、会津地域の就労拠点となってい
ます。所在企業や町外在住の従業者と町との関係づ
くりにより、地域の活性化への余地が多分にあるも
のと考えられます。

２．商工業と産業創出

※ＥＣサイト ……… インターネット上で商品を販売する Web サイト。
※シェアオフィス ……… １つのオフィス空間を複数の利用者とシェアして利用するオフィスの総称。

さらに、町外からの移住者や地域おこし協力隊の
終了者を中心に、様々な分野や業種の起業が生まれ
始めているため、小さく起業するためのシェアオフィ
ス※機能や創業を希望する者への支援の仕組みづく
りを強化していく必要があります。
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取組取組のの方向性方向性

地域デジタル通貨「ばんだいコイン」を活用した
消費喚起による町内消費の循環と町内への消費流入
による外需の獲得を目指すとともにオンライン事業
及びＥＣサイトを活用した特産品の販売 · 開発を進
めながら、小規模企業 · 事業者に対するデジタル化
等の既存事業者の経営基盤強化の支援を行います。

また、町内に所在する企業とその従業員と町の関
係づくりを促進します。

① 商工業

商業にかかる事業者 · 従業員を増やし町内経済を
循環させることで地域経済を活性化に繋げてまいり
ます。また、町への訪問者の消費を喚起することで
町全体の所得向上を目指します。

工業については、町内に所在する企業とその従業
員が町との関係性を深めることで、企業版ふるさと
納税や更なる投資に繋げていくとともに、新たな企
業誘致や従業員の町内への移住を促します。

さらに、産業創出に向けた環境整備を推進するこ
とで、より多くの町民が安定的な生活基盤を築いて
暮らせる環境構築を目指します。

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年） 目標設定の説明

新規企業立地件数 ０社 ２社 ５社

ばんだいコインの
利用額 － 30,148 千円

（令和 5 年 1 月 31 日現在） １億円

具体的具体的なな取組取組

主な実施事業
· 地域デジタル通貨「ばんだいコイン」の利用促進
· オンライン事業及びＥＣサイトを活用した特産品の販売 · 開発
· 町内小 · 中規模企業 · 事業者の経営基盤強化支援
· 町内企業及びその従業員との関係促進

数値目標

強靭化
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一般社団法人ばんだい振興公社と連携し、地域お
こし協力隊や地域の若者を対象とした起業や実証実
験等の担い手となるようなキャリア · 起業支援を推
進します。また、シェアオフィス·コワーキングスペー
ス※等の産業創出基盤を誘致 · 整備します。

また、地域連携協定を結んでいる埼玉県横瀬町
が進めている官民共創の仕組みや産業を興す地域

商社などの仕組みを研究し、企業や挑戦を目指す
新たな人材を受け入れ、町活性化への起爆剤とし
ていきます。

さらに、国のローカルスタートアップ支援制度※等
と連携しながら、磐梯町を舞台に、産業を創出する
人々を果断に支援し、これらの産業創出と合わせて、
新しい形の雇用 · 就労の創出も促進します。

② 産業創出

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年） 目標設定の説明

地域の若者・地域おこし協力隊
による起業数 － １人 10 人

ローカルスタートアップの誘致・
創業件数 － － ３件

※コワーキングスペース  ……… さまざまな年齢、職種、所属の人たちが空間を共有しながら仕事を行うスペース。
※ローカルスタートアップ支援制度 ……… 国・自治体・ベンチャーキャピタル・民間企業などによる「新たなビジネスモデルで
     　　　 短期間のイノベーションを狙う企業」を支援する仕組み。

強靭化

主な実施事業
· 地域おこし協力隊や地域の若者へのキャリア · 起業支援
· シェアオフィスの誘致 · 整備
· ローカルスタートアップの誘致 · 創業支援
· 埼玉県横瀬町との官民共創や地域商社の連携強化

数値目標
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現状現状とと課題課題
町内では、昭和 55 年から国指定史跡慧日寺跡に

本格的な整備により、昭和 59 年から同史跡周辺整
備事業が着手され、昭和 62 年に磐梯山慧日寺資料
館が開館しました。平成４年には、オールシーズン
型リゾート施設がオープンし四季を通じ約 118 万人
の観光客が訪れていました。平成 23 年の東日本大
震災やそれに伴う福島第一原発事故の風評被害によ
り、大きなダメージを負った観光産業ですが、首都
圏等における風評被害払拭事業の展開や誘客キャラ
バン等の取り組みにより、町内への観光入込客数は
回復しつつありました。

しかし、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に
より、緊急事態宣言の発出やまん延防止等重点措置
の適用、現在では変異株による感染の再拡大が懸念
され、町内の飲食 · 観光事業者にとって厳しい経営
状況が続いているため、今後も継続して事業者への
支援策を講じていく必要があります。

観光ニーズは、見る観光から、体験 · 体感する観
光へと移行しています。磐梯町の自然環境や歴史文

化等の観光資源に加え、龍ヶ沢湧水を中心とした磐
梯町の名水と魅力ある食や農業などの体験 · 交流プ
ログラムの開発が不可欠であるため、農業者や地域
住民の方々などと連携し、地域主導による体験交流
型観光への積極的な取り組みが求められています。

これらの施策はコロナ禍で大きく減少したインバ
ウンド（外国人観光客）集客への魅力アップにもつ
ながります。インバウンド戦略については、地元観
光事業者 · 周辺観光施設との連携を図りながら、ア
ジア · オセアニア地域からの誘客を積極的に進めて
いきます。

また、マーケティングについては、令和３年に磐
梯町ＰＲ · マーケティング戦略を策定し、広報、マー
ケティング、ブランディング等の概念整理を行い、
行政のリテラシー向上等に努めています。

今後は、観光入込客数という人的数量の拡大を目
指しながらも、観光の内容、観光客の消費単価の向
上及び観光地としての持続可能性等の質的な側面
に、より力点をおいて施策展開することが重要です。

３．観光と広報・マーケティング

取組取組のの方向性方向性
観光については、量と質の両面を考慮し、交流 ·

関係 · 愛着人口の拡充を視野に入れた取り組みを推
進し、迅速な観光施策を展開するために町民や事業
者自らがまちづくりのために観光を利用する主体性
を育みます。

また、積極的な観光拠点づくりを進め、アクセス
整備により観光客の回遊を促し利便性向上を目指し

ます。インバウンド受け入れのためには外国語表記
整備や観光での施設言語対応もサポートします。

広報 · マーケティングについては、町のホームペー
ジの見直しを図りながら、ＳＮＳ、Facebook など
の効果的な運用を行うと同時に町民や交流 · 関係 ·
愛着人口に関わる人々が自発的に磐梯町の情報を発
信する機運を醸成します。
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観光施策本来のマーケティングの更なる事業展開
を目指すため、ポストコロナを念頭にマーケティン
グにも重点を置いた新しい形の観光地域づくりを推
進します。

観光誘客については、令和 5 年 4 月より「慧日寺
資料館」の運営の一部を「一般社団法人ばんだい振
興公社」への委託を計画しており、町で最大の集客
数を誇る「道の駅ばんだい」と「史跡慧日寺跡」と
の連携を強化することで、通過型観光地であった当
エリアを滞在型観光地にシフトさせてまいります。

河川敷の整備により、慧日寺までの門前通りを魅
力溢れるものとし、それぞれの観光資源の点と点を

①観光と広報・マーケティング

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和３年）

目標値
（令和８年） 目標設定の説明

観光入込客数 1,209,711 人 750,192 人 1,258,879 人 コロナ禍以前の増減率から算出
（平均 0.08％増）

インバウンド集客数 8,000 人 2,800 人 24,000 人

史跡慧日寺跡周辺
観光者数 23,500 人 7,300 人 60,000 人 「道の駅ばんだい」の年間来場者

数の 5% ～ 10％程度を目指す。

具体的具体的なな取組取組

結び、慧日寺周辺を大きな面として広げていき、誘
客の増加を図っていくとともに、「道の駅ばんだい」
を磐梯山周辺アウトドアの拠点、起点として新たに
進化させてまいります。

コロナ禍で大きく落ち込んだインバウンドについて
は、地元観光事業者と連携を図りながら、スキーシー
ズンにおける台湾、オーストラリア（ニュージーラン
ド含む）の集客へ向けて積極的に進めてまいります。

広報については、求める情報を取得しやすい町
ホームページの構築とＳＮＳを活用した積極的な情
報発信を行い、観光客が継続的に磐梯町に触れ続け
る仕組を構築します。

主な実施事業
·『道の駅ばんだい』と『史跡慧日寺跡』の進化連携
· インバウンド集客への環境整備（多言語対応 · アク
セス整備など）と集客増に向けたサポート

· 磐梯山登山や周辺観光周遊のためのアクセス整備
· 磐梯町観光協会の見直し
· 観光地域づくりの推進
· ホームページや SNS を活用した質の高い情報発信

数値目標

強靭化
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新型コロナウイルス感染症の流行が数年続き、町
民の心身に大きな影響を与えています。感染症の実
態が明らかになり、徐々に適切な対応がとられ一頃
よりは落ち着いていますが、変異株の性質次第では、
予断を許さない状況です。

健診の受診状況を見ると国保では 65％、後期高齢
では 29％を超える受診率で県内でも比較的高い数値
になっており健康への関心が伺えますが、死亡原因
では全国及び県内他市町村同様第１位に悪性新生物、
第２位に心疾患、第３位に脳疾患と循環器系の疾患
が上位を占めています。

また、生活習慣病に関連する肥満やメタボリックシ
ンドロームの割合が高く保健師や栄養士など専門的
な見地から生活習慣の改善を促すなど保健指導の重
要性も高まっています。

このような中、町では、磐梯町健康増進計画に基
づき、町民一人ひとりが、その人らしい心豊かで健
やかな生活を送るために、健康づくり事業を展開し、
健康増進、発症予防等に重点を置き、町民が自らの
健康を考え、健康づくりを実践していけるよう、町
保健福祉センターを拠点に生活習慣病の改善指導や
健康教育、健康診査やがん検診などさまざまな保健
事業を推進しています。

その他、民間企業と健康づくりに関する連携協定
を結び、オンラインカウンセリングなども行なってお
り、心の健康づくりとして、啓発と相談窓口の充実
を図っていく必要があります。

医療については、町民アンケート調査では、60 ～
90 代の方の約 54 % が、これからも町に住み続けた
い理由として「医療 · 福祉サービスが充実しているか
ら」と回答しています。町の医療体制は、町医療セ
ンターが拠点となり予防医療の浸透や疾病の早期発

見、在宅医療、医療的ケアの充実を図り、町民誰も
がいつでも適切な医療が受けられる体制づくりに努
めています。

最後に、福祉については、福祉を担う人材が不足
しており、誰もが安心して地域で暮らしていくために
は、地域住民をはじめ、社会福祉協議会、民生児童
委員、老人クラブなど多様な主体によるきめ 細かな
支援が必要となっています。

町には、デイサービスセンター、医療センターに
介護老人保健施設が設置しており、入所のほか、通所、
短期入所等のサービスを提供しています。 また、地
域包括支援センター、居宅介護支援事業所も併設し
町民の在宅介護サービスを支援する体制が整えられ
ています。

しかし、急速に進む高齢化に伴い、福祉サービス
へのニーズが増大していくことから、福祉サービス
提供事業者の新規確保と質の向上が求められます。

地域住民が抱える課題は、今後ますます複雑化 ·
複合化していくことが見込まれます。そのため、複
合的な課題や狭間ニーズに対応するため、子ども、
高齢者、障がい者、生活困窮といった分野別の支援
のみならず、属性を問わない複合的な支援体制の構
築に取り組んでいく必要があります。

※この計画は、社会福祉法第 107 条に定める「地域福祉計画」を兼ねるものとします。

現状現状とと課題課題

１．健康 · 医療 · 福祉

充実した暮らしづくり
健康 · 医療 · 福祉政策分野 安全 · 安心と公共交通 循環型社会と生活インフラ
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新型コロナウイルス感染症への対応については、
町民生活の安心と経済活動の促進の均衡を図りな
がら、国 · 県とも歩調を合わせながら、細心の注
意を払って取り組みます。

次に、健康については、健康寿命の延伸を基軸
にして、各種取り組みを進めます。

また、医療については、医療サービスの安定的
供給は、町民の安心や移住者の判断要素にもなる
ことから、医療センターを中心とした取り組みを

強化します。
さらに、福祉については、磐梯町のように規模

も小さく、地域の繋がりが比較的強い地域では、
法律 · 制度 · 提供サービスによる縦割りの対応では
なく、子ども、高齢者、障がい者、生活困窮といっ
た各分野の包括的な支援体制を構築し地域共生社
会の実現に向け取り組んでまいります。

取組取組のの方向性方向性

新型コロナウイルス感染症の拡大の状況は予断を
許さないことから、危機管理マニュアル等の作成や
危機管理体制の整備を推進し、国 · 県と歩調を合わ
せた取り組みを継続します。

また、健康管理の自分ごと化、保健指導事業の強
化、特定健診 · 各種がん検診の促進、8020 運動な
ど、健康寿命の延伸に向けた各種取り組みを促進し
ます。

これから地方は、さらに人口減少と高齢化が進む
ことが予測されます。そのため、医療センター自体
の経営強化とともに計画的な更新投資が必要です。
企業版ふるさと納税等を活用し医療機器の更新を行
い、医療センターの機能強化と保健 · 福祉分野との

①健康 · 医療

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年） 目標設定の説

特定健診受診率 60.56％ 65.45％
（令和 3 年法定報告値） 70.00％ 生活習慣病に着目し、40 ～ 70 歳まで

の方の健診受診率の向上を目指す。

メタボリック
非該当率 62.90％ 60.70％ 65.00％ 自らの健康について考え、食事・運動

の実践を促す。

町医療センター二次健
診受診者数 — 101 人 150人

医療施設・設備の充実により、二次健
診受診者の増加を図り、健康寿命延伸

に努める。

具体的具体的なな取組取組

連携を推進します。健康カルテについては、マイナ
ンバーカードの普及等の諸状況を注視しながら、調
査 · 研究を推進します。

また、メンタルヘルスに対する意識は、高齢化社
会の進展やコロナ禍など社会状況の変化とともに高
まってきています。自分らしく生活できるようにオ
ンラインを活用した相談体制の整備を図ります。

主な実施事業
· 感染症対策の継続
· 健康寿命の延伸への各種取り組みの促進
·医療センターの機能強化と保健·福祉分野との連携推進
· 心の健康相談

数値目標

強靭化
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（地域福祉の推進）
医療 · 介護 · 福祉の各機関が連携し、かゆいとこ

ろに手が届くきめ細かなサービスの提供のため、地
域共生社会に関する認識共有と機運醸成を図るため
の啓発に取り組み、福祉専門職の確保 · 育成を進め
ます。さらに、制度や組織に捉われない重層的支援
体制を整備するために、共創 · 協働で町のあるべき
姿を描き実行に移します。

（高齢者福祉サービスの充実）
介護予防により、高齢になっても住み慣れた地域

で自分らしい生活を続けることができ、支援が必要
な人は適切な福祉サービスが受けられる体制の確保
を図ります。

サービスの質や専門性の向上に取り組み、利用者
とその家族に寄り添うサービスを提供します。

（障がい福祉サービスの充実）
健常者と障がい者を分け隔てることのない「ノー

マライゼーション」※の思想に基づく交流やふれあい
の場づくりを推進し、障がい者を介護する家族に対
しても気軽に相談でき、必要に応じて専門的なサー
ビスや支援受けることができる体制づくりの整備に
努めます。

主な実施事業
· 地域共生社会に関する啓発の推進
· 福祉専門職の確保 · 育成
· 重層的支援体制の整備

② 福祉

※ノーマライゼーション………· 障がい者や高齢者などがほかの人と平等に生きるために、社会基盤や福祉の充実などを整備して
    　いく考え方。

目標名 当初値
（平成 30年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年） 目標設定の説明

地域包括支援センター
相談件数 1,150 件 1,093 件

（令和３年実績値） 1,200 件 実態把握・状況確認のため個別訪問を
中心にニーズの把握に努める。

ミニデイサービス
参加者数 2,382 人 553人

（令和３年実績値） 2,500 人
高齢者の居場所実態把握・状況確認の

ため個別訪問を中心に
ニーズの把握に努める。

障がい者自立支援
相談件数 49 人 77 件

（令和３年実績値） 100 件 実態把握・状況確認により
ニーズの把握に努める。

数値目標

強靭化
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２．安全 · 安心と公共交通

近年、地球温暖化等により、全国各地で台風や集
中豪雨（ゲリラ豪雨）、豪雪などによる災害が発生し、
大きな被害をもたらしています。被害を未然に防ぐ
ため、町民一人ひとりが日ごろから防災対策の重要
性を認識し、万一の災害に備える必要があります。

地震などによる災害では、同時に火災をはじめ道
路の寸断や建物の倒壊、断水や停電など、あらゆる
災害が同時にかつ広範囲に発生する恐れがあり、消
防や警察、役場など公共機関の対応にも限界があり
ます。そんな時、地域の皆さんが自主的 · 組織的に
消火、救出、救護などの防災活動を行うことで地域
の人命救助や財産保護などに大きな力となり、災害
による被害を最小限に抑えることができます。こう
した対応を行うためには、防災活動に参加する地区
の方々一人ひとりの仕事の分担を決め、組織化する
ことが最も効果的です。

道路交通網の発達、自動車保有台数の増加など、
自動車は日常生活に必要不可欠なものになっている
反面、運転者の高齢化など、交通事故が発生する要
因も増えてきています。また、核家族化 · 情報化社
会の進展により、さまざまな商品やサービスが溢れ
ており、架空 · 不当請求などの悪質商法によるトラ
ブルも増大しております。これらの交通事故や犯罪

を防止するために、町民一人ひとりの防犯や交通安
全意識の高揚を促し、消費者にわかりやすい情報の
提供に努めていく必要があります。

次に、公共交通については、町民アンケート調査
では、「交通の利便性」について、満足度が低く、「利
便性の高い生活基盤の整備」を望む回答が多くあげ
られました。町では、乗合型地域タクシー及びコミュ
ニティバス（町内生活福祉バス）を運行しています
が、児童や高齢者など、自動車を運転できない町民
の移動ニーズを満たしきれていないことが課題です。
また、鉄道網については、ＪＲ磐越西線が通っており、
町域のほぼ中央に磐梯町駅が設置されておりますが、
本数の維持、増便や鉄道利用 · 利便性向上に資する
各種改善について要望していく必要があります。

道路網については、人の交流を支える基盤である
と同時に、町民の快適な生活を支えており、災害時
における避難や物資の輸送など重要な役割を果たし
ています。 

既存町道の舗装や橋梁などについては、老朽化が
進んでおり、町道の維持管理費の確保が厳しくなっ
ていることを踏まえ、交通量、幹線、支線を考慮し
た長寿命化計画に基づく整備 · 維持管理が必要であ
ります。

現状現状とと課題課題
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防災 · 防犯対策は、行政だけでの対応では限界が
あります。行政、地域、個人の役割を時代と本町の
実情にあった形で再定義し、各種施策 · 取り組みに
反映させます。自助 · 共助 · 公助の地域と時代に合
わせた再デザインを積極的に挑戦します。

公共交通については、町民の移動と町の回遊性と
いう２つの機能に着目し、各種サービスやデジタル
技術等も活用しながら、町内外の人々の移動の最適
化を図ります。また、駅の利活用と利便性については、

鉄道会社及び国に依存するだけでなく、町として何
をすべきかという当事者意識と強い覚悟を持ち、福
島県や近隣自治体とも連携を図りながら臨みます。

道路及び橋梁については、長寿命化修繕計画に基
づき、安全性に考慮した維持 · 管理と生活道路の改
良などを引き続き進め、安全で快適な道づくりを目
指します。

取組取組のの方向性方向性

① 防災・防犯対策

具体的具体的なな取組取組

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年） 目標設定の説明

自主防災組織数 ０団体 １団体 20 団体

死亡事故ゼロの日数
１７５日

（平成 30 年 10 月 7 日～平
成 31 年 3 月 31 日

773 日
（令和 2 年 11 月 18 日～

令和 4 年 12 月 31 日）

2,234 日
（令和 2 年 11 月 18 日～令

和 8 年 12 月 31 日）
期間満了期間まで

自助を促す防災 · 防犯に関する啓発 · 機運醸成を
図ります。また、共助の基盤となる自主防災組織の
設立を促進すると同時に、消防団については、統廃
合と効率的運営を支援することで、実態にあった形
に再編します。以上の取り組みを促すことで、公助
にあたる町の役割を明確にし、防災 · 防犯施策を推
進するとともに、交通安全の更なる推進として、交
通事故死亡者ゼロを継続する取り組みを進めます。

主な実施事業
· 自主防災組織の設立促進
· 消防団の統廃合と効率的運営の支援
· 交通安全の更なる推進

数値目標

強靭化
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公共交通については、町民の移動手段を確保す
るとともに、高齢者などの交通弱者の増加を見据え、
町民のニーズや経済性と利便性を考慮しながら、
ＩＣＴを活用し地域の実情に即したオンデマンド交
通を事業展開していきます。

また、継続して進めている町道整備をはじめ、舗
装 · 橋梁長寿命化修繕計画に基づいた交通インフラ
の整備を推進します。併せて、除雪機更新や除排雪
に対する地域支援を実施します。

主な実施事業
·ＩＣＴを活用したオンデマンド交通事業
· 町道磐梯大谷線整備事業
· 交通インフラの長寿命化の推進

数値目標

②公共交通と道路

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年） 目標設定の説明

磐梯町駅年間乗降者数 10,553 人 3,446 人
（R3） 11,000 人

コロナ禍前の水準及び
インバウンド受け入れを

推進する。

町道供用延長 88,078m 88,480m 89,040m 新設道路の早期供用を目指す。

橋梁の修繕率 100%
 （４橋）

97%
（令和４年度点検結果

による）
100%

（１橋）
修繕※が必要とされた

橋梁の修繕率

※トンネル等の健全性の診断結果の分類に関する告示の区分Ⅲ早期措置段階以上の診断をされた橋梁

強靭化
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３．循環型社会と生活インフラ

本町には、秀峰磐梯山をはじめ猫魔ヶ岳等の山々
と龍ケ沢湧水を代表とした磐梯西山麓湧水群があ
り、環境美化活動などの取り組みにより、その保全
に努めてきました。景観そのものを地域資源と捉え、
その保全のみでなく、より積極的に良好な景観形成
を図っていくことが必要となっています。

福島県の一人当たりのゴミの排出量は全国２位と
多く、その中でも磐梯町は会津地域の中で１位と
なっています。要因としては、高速道路のサービス
エリアや商工業施設からのゴミが多いことが挙げら
れ、各種関係機関等と連携し対策を考える必要があ
ります。

家庭系ごみの量は、年々減少や横ばいの状況にあ
るため、ゴミの減量の推進においては、廃品回収に
よる資源物の有効活用と分別収集として８種 16 分
別を実施しています。

近年では、リサイクル料が必要な家電の不法投棄
やポイ捨てが町内各所の人目につきにくい森林部等
で多く確認されるなど、不法投棄問題は、重要課題
の一つとなっています。

町民アンケート調査では、ご自身の取り組みとし
て「省エネやゴミの減量化など、環境にやさ
しい行動をすすめる」と、回答した方がどの
年代でも多く、環境問題に対する意識の高さ
が感じられます。

ゴミに関する問題は、地球環境の問題に
深く関わっていますので、環境への負荷を
少なくするためにも、ゴミの減量や再資源
化への一層の取り組みが必要であり、家庭
ゴミにおける生ゴミの水切り、分別を徹底
すればゴミの排出量は大幅に減らせるもの
と考えられます。

また、生活インフラの一つでもある上下水道の整
備は、快適な住環境を確保するうえで不可欠であり
ます。

本町での上水道の普及率は、99.4％と高く、ほぼ
町全域が整備されている現状にあります。しかし、
一部の未給水区域の解消と併せ、水需要が減少して
いる状況であるものの、管路を含め老朽化した施設、
器具について更新していく必要があります。

また、公営企業会計を適用し、経営 · 資産状況の
正確な把握、弾力的な経営等を実現するため、適正
な使用料金の見直しを図る必要があります。

下水道は、公共下水道、農業集落排水、林業集落
排水、個別生活排水、七ツ森地区下水道があり、普
及率は全体平均で約 96.7％、接続率は 86.4％となっ
ていますが、大谷地区の農業集落排水では 76.8％
にとどまっているため、今後、一層接続の促進に努
めていかなければなりません。

下水道の経営状況については、一般会計からの繰
入金に依存している状態であるため、経営健全化を
図っていくとともに、排水処理施設の適切な維持管
理に努め、施設の長寿命化を図る必要があります。

現状現状とと課題課題
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具体的具体的なな取組取組

取組取組のの方向性方向性

① 地域循環共生圏

可能な町づくりには、温暖化への対応として脱炭素
の活動も必要です。外部環境に左右されない自家利
用型の再生可能エネルギーの普及や、町内の廃棄物
の削減や資源循環の活動も必要事項ととらえ、積極
的に取り組みます。 

生活インフラについては、子や孫たちの世代に自
信を持って引き継げるよう、地域 · 世代における全
体最適と持続可能性の観点から、積極的に取り組み
を進めます。

自分たちの子や孫たちが暮らし続けたい魅力ある
町づくりを推進するためには、地域のあらゆる資源
が循環し持続可能であることと、特に財政的な問題
を先送りしないことが肝要です。その際に重要な理
念が、循環と共生による持続可能性です。

地域循環共生圏については、環境省が提唱する概
念と歩調を合わせながらも、磐梯町として将来目指
す姿の構築と町民が今できることとの実践の両軸か
ら取り組みを推進します。

自然環境の豊かさの恩恵を受ける磐梯町での持続

さらに、町民と共創 · 協働のもと自然景観等の地
域資源等を最大限に活用し、自立 · 分散型の社会
形成をするとともに他地域と地域資源等を補完し
支え合う地域循環共生圏の創造を目指し取り組み
ます。

ゴミの減量については、身近な環境問題やでき
ることについての町民への啓発を各種手段で実施
し、認識共有と機運醸成を図ります。

また、従前から行なっている取り組みとしてゴ
ミの減量と不法投棄の防止を推進します。

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年） 目標設定の説明

家庭から出る
可燃ゴミ排出量 591g/ 日 598g/ 日

（令和 3 年実績値） 472g/ 日 焼却施設の新設に併せ 20% 削減
を目指す。

家庭から出る
資源のリサイクル率 15.38% 14.82%

（令和 3 年実績値） 18.32% 可燃ゴミ減量に伴いリサイクル率
の向上を目指す。

主な実施事業
· 町民への啓発の促進
· ゴミの減量支援と不法投棄の防止
· 地域循環共生圏の全体像の共創

数値目標

強靭化
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上下水道事業の経営 · 維持管理と料金の見直しに
よって、経営の適正化を図ります。

また、施設の機能 · 制度 · 施設等を再デザイン及
び長寿命化を実施することで、効率的かつ効果的な
運用を目指し、後年度への財政負担を平準化します。

さらに、環境保全の観点からも、下水道への接続
を促します。

②生活インフラ

主な実施事業
· 上下水道事業の経営 · 維持管理と料金の見直し
· 施設の長寿命化の推進
· 施設の機能 · 制度 · 施設等の再デザイン
· 下水道接続の促進

強靭化
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人口については、依然として減少傾向にあります。
人口推計では、この傾向が今後数十年にわたって継
続する見通しですが、過度な人口減少はまちづくり
に影響する可能性が高いです。

新規の取り組みとしては、令和４年９月に埼玉県横
瀬町と広域 · 共創ネットワーク構想に関する協定を締
結し、デジタル変革を通じた自治体間の交流や行政
経営の相互資源活用等の新しい形を目指しています。

新型コロナウイルス感染症の拡大により対面によ
る住民参画が制限され、町の各種行事や行政区内に
おける事業も開催できない状態にありました。

一方で、いち早くデジタル変革に着手した本町
では、各種審議会や行政委員会等にオンライン参
加を導入することで、場所に捉われず感染症の影
響も受けない新しい住民参画の手法も一般的にな
り始めています。

現状現状とと課題課題

１．まちづくりの再デザイン

共創協働のまちづくり

現状現状とと課題課題

まちづくりの再デザイン政策分野 行政経営の再デザイン 幸せの再デザイン

自分たちの子や孫たちが暮らし
続けたい魅力あるまちづくりのため
に、共創 · 協働のまちづくりと交流、
移住 · 定住、産業創出を行います。

共創 · 協働のまちづくりについて
は、コロナ禍後のポストコロナ時
代を見据えた新しい形の住民自治
の形を模索し基本的なルールを定
めます。

次に、磐梯町に人が循環する仕組
みを構築し、後期基本計画の最終年
までに単年度の人口社会増減の均
衡を図ります。

また、次代の磐梯町のまちづくりを担う人々の移
住 · 定住を促進し、交流 · 関係 · 愛着人口※など、様々

取組取組のの方向性方向性

※交流人口　………· 外部からある地域に何らかの目的で訪れる人口（いわゆるビジター）のことであり、観光、通勤・通学、ショッピング、
     レジャー、スポーツ、アミューズメントなど幅広い訪問動機を含むものである。
※関係人口　………· 移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域や地域の人々と多様に関わる人々。
※愛着人口　………· 町への来訪等の有無や町民であるかを問わず、町に対して好意を持ったり、温もりを感じたり、愛しんだりと
     いった気持ちをもつ人。

な人口概念を駆使しながら、個々の人に焦点をあて
た取り組みを推進します。
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日常的に町民がまちづくりに対する認識共有 · 機
運醸成を図りながら町民が参画できる仕組みを整備
します。

さらに、子や孫たちが暮らし続けたい魅力あるま
ちを具現化するために、多種多様な町民と共にまち
の将来像を再デザインします。

主な実施事業
· 日常的な町民参画の仕組整備
· 共創 · 協働によるまちの将来像の再デザイン

①共創・協働のまちづくり

具体的具体的なな取組取組

まちづくりの基本となる人々の流れを創出するた
め、町内外 · 国内外を問わず様々な人々 · 企業の交
流を促進します。近年増加する多拠点居住者やノマ
ドワーカー※等にも開かれた町を目指し、駅の利便
性向上や駅舎でのイベントを開催し地域の活性化に
取り組み、磐梯町に訪れる様々な人々が快適に過ご
せるように努めていきます。

また、町営住宅の在り方について再デザインする

②交流 · 移住 · 定住

とともに既存町営住宅の長寿命化、宅地開発、空き
家対策、お試し住宅の整備、民間賃貸住宅誘致等の
住宅政策の推進や、シェアハウス※、ゲストハウス※、
定額宿泊サービス等の居住型サービスの創業 · 誘致
促進を図ります。

さらに、行政経営と交流という側面においては、
災害連携協定、行政機能の共有、職員交流等、自治
体間協働 · 共創の仕組みを更に推進します。

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年）

目標設定の
説明

社会的人口
の

年間増減数

転入 128 名
転出 126 名

＋２名

転入 74 名
転出 101 名

－ 27 名

転入 130 名
転出 110 名

＋ 20 名

駅舎イベン
ト参加人数 － 25 人 100 人

自治体間協
働の推進 — １自治体 ３自治体

関係・愛着
人口数 220 人 12,500 人 30,000 人

※ノマドワーカー ………· 特定のオフィスを持たず、PC やスマートフォンを利用し、カフェやレンタル - オフィスなど自分の好きな
   　　　  場所で仕事をする人。
※シェアハウス ………· 一軒の家を複数の人で借りること。
※ゲストハウス ………· 低料金で宿泊できる簡易的な宿泊施設。

主な実施事業
· 駅周辺整備事業
· 町営住宅の長寿命化
· 町内外における人的交流 · 協働 · 共創
を促進する仕組みづくり

· 住宅政策 · 居住型サービス等の推進
及び創業支援
· 自治体間交流 · 協働 · 共創の推進

数値目標

強靭化

強靭化
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2．行政経営の再デザイン

本町の財政は、人口減少や少子高齢化の進行等
を背景に、税収の減少と社会保障関連 費用の増大
が懸念されており、近年、投資した普通建設事業
に充当した町債の返済が公債費を押し上げている
ことと相まって厳しい状況が続いていますが、財
政健全化の取り組みを進めてきたことで、将来負
担比率、公債負担比率等が減少する兆しも見え始
めています。

また、平成 31 年より強化をしてきたふるさと納
税は、平成 29 年は約 320 万円 (106 件 ) であった
納税額 ( 件数 ) が、前期計画で目標としていた 3 億
円 ( 令和 5 年 ) を前倒しで達成しました。

さらに、デジタル変革戦略室を中心に、外部人材
の積極的な活用やリモートワーク※の標準化等、様々
な取り組みを先行して試行しており、ポストコロナ時
代の新しい行政経営の端緒となりつつあります。

現状現状とと課題課題

自分たちの子や孫たちの世代に過大な負担を残さ
ない持続可能な財政運営を推進するため、持続可能
な財政基盤の構築と行政経営変革を断行し、行政経
営を抜本的に再構築します。

持続可能な財政基盤の構築については、従来行っ
てきた財政健全化の取り組みを促進すると同時に、

「稼ぐ行政」として、自主財源の更なる確保を目指
します。

次に、行政経営変革については、新型コロナウイ
ルス感染症の拡大により既存の行政運営の問題点を

顕在化させました。予測不可能な状況に適切 · 的確 ·
迅速に対応できる柔軟な行政を実現するために、ポ
ストコロナ時代における行政経営の手法の確立に挑
戦し、人材の確保 · 育成は行政経営の要となるため
重点的に取り組みます。

なお、全国に先駆けて取り組んできたデジタル変
革については、デジタル変革戦略室を発展的に解消
し、行政経営における前提条件として、新たな役割
を担う司令塔を設置、各課の新たな取り組みを指導
していきます。

取組取組のの方向性方向性

※リモートワーク………· オフィスに出勤せず、自宅やサテライトオフィスで業務を行う勤務形態。
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財政健全化を推進すると同時に、行政経営の基礎
となる地方公会計制度の定着を図ります。また、ふ
るさと納税を拡充すると同時に、企業版ふるさと納
税を促進します。

さらに、町有資産の売却や整理 · 統廃合 · 長寿命
化を行うことにより、将来の財政負担の軽減 · 平
準化を図ります。また、一般社団法人ばんだい振
興公社等外部資源を活用することで、行政事務を
効率化し、行政単体では困難である収益事業も拡
充します。

主な実施事業
· 財政健全化の推進と地方公会計制度の定着
· ふるさと納税 ( 企業版含む ) の促進
· 町有資産と外部資源の有効活用

数値目標

①持続可能な財政基盤の構築

具体的具体的なな取組取組

将来にわたって持続可能な新しい行政経営基本方
針を策定します。（仕組みづくり）

また、現在の事務事業本位の組織を町民本位に再
編することで、町民にとってより利便性の高い行政
を目指します。( 組織づくり )

さらに、経営的 · 専門的知見を持つ民間人材を特
別職、地域活性化起業人等として加配することで行
政に不足する機能を補いながら、基礎的な IT リテ
ラシー※、スキルセット※を有し、行政経営を担える
職員の育成 · 新しいスキルの習得を推進することで、
行政に関わる人材の能力を底上げします。( 人づく
り )

以上のことから、行政経営の継続性を担保するた
め、体制づくりの整備強化を検討します。

②行政経営変革

主な実施事業
· 町民本位の組織再編
· 人材の確保 · 育成方針の作成
· 職員のＩＴ資格取得推進

数値目標

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年）

目標設定
の説明

ふるさと
納税の額

2,400
万円 ５億円 10 億円

※ IT リテラシー ………· IT に関するものを理解し、活用する力。
※スキルセット ………· 仕事を進めるために必要な個人の能力や資質、経験などの組み合わせ。

目標名
当初値
（平成 30
年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年）

目標
設定の
説明

IT パスポート
試験の取得者

割合
－ ３名 全職員の

50%

強靭化

強靭化
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3．幸せの再デザイン

町民アンケート調査において、６割以上の住民が
「磐梯町は住みやすい」、「磐梯町に住み続けたい」と
回答しており、町民の多くは磐梯町での生活にそれ
なりの価値を見出していることが伺えます。

一方で、20 代、30 代の約 1.5 割が、「磐梯町は住
みにくい」、「町外に移りたい」と答えており、次代の
磐梯町を担う世代への対応が求められています。

行政のデジタル変革や新型コロナウイルス感染症
の影響により、行政の業務環境は大きな変化の流れ
の中にあります。これらの変化は、行政本位の働き
方を実現する一方で、職員の IT リテラシーとスキル
セットの底上げと適切な制度 · 業務設計が伴わない
と、職員に過大負担を強いることになります。この
ような中、磐梯町では、新しい庁内システム · 規則
の運用確認と職員の自分らしい働き方の実践として、
職員が全国の自治体等に目的を持って行きリモート

ワークをする、旅する公務員事業を試行しています。
新型コロナウイルス感染症拡大による町民や職員

の価値観の変化も散見されるようになり、幸せとい
う概念の再デザインが求められています。

現状現状とと課題課題

自分たちの子や孫たちが暮らし続けたい魅力ある
まちであるために、「幸せ」を再デザインします。

町民の幸せについては、幸せの絶対条件である人
権、相対的な条件であるウェルビーイング※及び地
域 · 社会における誰もが自分らしく生きられる共生
社会という３つの軸で、取り組みを推進します。

次に、職員の幸せについては、今まで行財政改革
の文脈で語られることも少なくなかった働き方につ
いて、職員本位の姿勢を町として明確にし、役場の
価値の最大化と職員の幸せの最大化の両立を目指す
取り組みを推進します。

取組取組のの方向性方向性

※ウェルビーイング ··· 心身ともに良好な状態にあることを意味する概念。
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強靭化

ジェンダー※、子供、障がい者等、あらゆる人権課題
に対して向き合うため、人権教育 · 啓発と諸制度の整備
を推進します。個人の権利や自己実現が保障され、身
体的、精神的、社会的に良好な状態にあることを意味

する概念であるウェルビーイング※を測るために、定期
的に町民の幸せにかかるアンケートを実施します。これ
らに基づき、地域、社会等における町民、自然との共
生について、町民と共に考え、そのあり方を共創します。

① 人権 · ウェルビーイング · 共生社会

具体的具体的なな取組取組

行政職員等が、それぞれのライフスタイルとライ
フステージに応じて、自分らしくやりがいを持てる働
き方を再デザインし実現するために単なる業務効率
化に留まらない現場目線の徹底した BPR※を実施しま
す。また、職員本位でありながらも、業務効率化と
生産性向上も実現する役場のスマートオフィス化を

② 働き方の再デザイン

推進します。旅する公務員事業等の継続、民間企業
や国、県などへ積極的な人事交流を強化していくな
ど、職員本位の働き方を試行錯誤しながら、挑戦的
に模索します。さらに、「繋がらない権利」、「勤務間
インターバル※」制度の整備等、新しい働き方に対応
した職員本位の働き方の諸制度の整備を整備します。

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年）

目標設定の
説明

町民アンケー
トの実施 － － 毎年 1 回実

施

※ジェンダー ……… 男性 · 女性であることに基づき定められた社会的 · 文化的につくられる性別。
※ BPR  ……… プロセスの観点から業務フローや組織構造、情報システムなどを再構築し業務改革すること。
※勤務間インターバル…… 1 日の勤務終了後、翌日の出社までの間に、一定時間以上の休息時間（インターバル）を設けること。

目標名 当初値
（平成 30 年）

現在値
（令和４年）

目標値
（令和８年） 目標設定の説明

育休取得率 80％ 83.3％
（令和３年度） 100% 育休取得の権利がある人の

割合

テレワーク
実施人数 － 25 名

全職員がテ
レワークを

経験

全職員がテレワークを経験
常時テレワーク可能部署の

在席率 50％

旅する公務員
事業の

実施人数
－ 2 名 全職員の２

割が経験 毎年各課 1 名を派遣

主な実施事業
· 人権教育 · 啓発の推進と諸制度の整備
· 町民の幸せにかかるアンケートの実施
· 共生社会に推進にかかる基本方針の策定

数値目標

主な実施事業
· 現場目線の徹底した BPR の実施
· 職員本位の働き方の
  諸制度の整備 · 活用促進

数値目標
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国 土 強 靭 化
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針となる「国土強靭化基本計画」を平成 26 年 6 月
に策定し、被害が致命的にならず迅速に回復する、

「強さとしなやかさ」を備えた国土、経済社会シス
テムを平時から構築するための取り組みを推進して
います。

福島県においても、いかなる大規模自然災害等が
発生しても「致命的な被害を負わない強さ」と「速
やかに復旧・復興できるしなやかさ」を備えた強靭
な県土・地域社会を構築し、安全で安心な県づくり
を推進するための指針として、平成 30 年 1 月に「福
島県国土強靭化地域計画」が策定されました。

本町においても、本計画を各分野の個別計画の国
土強靭化に関する指針とし、強くしなやかで持続可
能なまちづくりを進めていくこととします。

とともに、庁内関係各課の横断的な推進体制を図り、
ハード対策とソフト対策を適切に組み合わせて取り
組みます。

また、成果指標による進捗管理を通じて、必要な
事業の見直しを行う等効果的に推進します。

平成23年3月11日に発生した東日本大震災では、
県内外の広い範囲において、多数の死者、行方不明
者、住宅・設備の損壊、浸水、原発事故による放射
線の被害等が発生し、県内においても、あらゆる産
業に及ぶ風評、若い世代を中心とした県外への人口
流出等、県の基盤を揺るがす未曽有の被害をもたら
しました。

このような大規模自然災害等に備えるため、事前
防災・減災と迅速な復旧復興に資する施策の総合的・
計画的な実施を目的とした「強くしなやかな国民生
活の実現を図るための防災・減災に資する国土強靭
化基本法（以下「基本法」という。）」が平成 25 年
12 月に制定されました。国では、基本法第 10 条の
規定に基づき、国土強靭化に関する国の計画等の指

基本構想におけるまちの将来像「自分たちの子や
孫たちが暮らし続けたい魅力あるまちづくり」を掲
げる本町の強靭化を推進するため、「国土強靭化基
本計画」及び「福島県国土強靭化地域計画」を踏まえ、
基本目標として次の４項目を設定しました。推進に
あたっては、町民や関係機関との協働により進める

国土強靭化の概要国土強靭化の概要

基本目標基本目標

国土強靭化
−国土強靭化地域計画−

1. 人命の保護が最大限図られること

2. 町及び地域社会の重要な機能が致命的な障害を受けずに維持されること

3. 町民の財産及び公共施設に係る被害の最小化

4. 迅速な復旧復興が図られること

基本目標
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らない最悪の事態」を想定し、内閣官房国土強靭化
推進室が策定した「国土強靭化地域計画策定ガイド
ライン」に基づき、次の枠組みにより実施しました。

脆弱性の評価は、本町を大規模自然災害等に対し
強くしなやかな地域にするため、仮に起きれば本町
に致命的な影響が生じると考えられる「起きてはな

福島県国土強靭化地域計画で想定している自然災
害リスクのうち、本町の地域特性を考慮し、以下の
4 種類の大規模災害によるリスクを想定します。

脆弱性評価の手順脆弱性評価の手順

想定される自然災害リスク想定される自然災害リスク

強靭化する上での
目標の明確化

起きてはならない
最悪の事態の設定

脆弱性の評価
（分析・課題の抽出）

強靭化のために
必要な取組の検討

災害の種類 災害の規模

地震災害
福島盆地西縁断層帯地震（磐梯町想定：震度 5 弱～ 5 強）の発生
会津盆地西縁断層帯地震（磐梯町想定：震度 6 弱～ 6 強）の発生
東日本大震災（磐梯町震度 5 弱）と同規模の地震の発生

大雨・土砂災害 大雨特別警報及びそれに伴う土砂災害等の発生

火山災害 警戒レベル 5 相当の噴火の発生
※磐梯山水蒸気噴火（明治 21 年 7 月）死者 477 名

雪害 交通網の麻痺、家屋の倒壊等の大雪による甚大な被害の発生
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発生日時 平成 23 年 3 月 11 日　14 時 46 分

震源 三陸沖（震源の深さ 24km）

規模 モーメントマグニチュード 9.0

県内の
観測震度

震度 6 強 白河市、須賀川市、国見町、天栄村、富岡町、大熊町、
浪江町、鏡石町、楢葉町、双葉町、新地町

震度 6 弱

福島市、二本松市、本宮市、郡山市、桑折町、川俣町、
西郷村、矢吹町、中島村、玉川村、小野町、棚倉町、
伊達市、広野町、浅川町、田村市、いわき市、川内村、
飯舘町、相馬市、南相馬市、猪苗代町

震度 5 強
大玉村、泉崎村、矢祭町、平田村、石川町、三春町、
葛尾村、古殿町、会津若松市、会津坂下町、喜多方市、
湯川村、会津美里町、磐梯町

津波規模
計測値：相馬港 9.3m 以上※、小名浜港 333cm

（※観測施設が津波により被害を受けたため、データを入手できない期間があ
り、後続の波でさらに高くなった可能性がある）

人的被害

死者：3,461 名（直接死 1,603 名、関連死 1,635 名、死亡届等 223 名）
行方不明者：5 名
重症者：20 名
軽傷者：162 名

建物被害

住家全壊：21,225 棟
住家半壊：73,295 棟
住家一部損壊：167,142 棟
住家床上浸水：1,061 棟
住家床下浸水：338 棟
公共建物被害：1,117 棟
その他建物被害：28,718 棟

消防職員出動
延べ人数 消防職員：12,716 人　消防団員：36,766 人

※東日本大震災の規模、被害の概要
（平成 23 年東北地方太平洋沖地震による被害状況速報（第 1119 報）平成 26 年 1 月 31 日現在）

47- -



なお、設定した「起きてはならない最悪の事態」は、
どの事態が発生した場合であっても、本町に致命的
なダメージを与えるものであることから、プログラ
ム単位での重点化や優先順位付けは行わず、全ての
強靭化施策について推進するものとします。

「国土強靭化基本計画」と「福島県国土強靭化地
域計画」との調和を図り、「備えるべき目標」とし
て８つの目標を設定し、その妨げになるものとして、
２４項目の「起きてはならない最悪の事態」を本町
の特性を踏まえたものとして設定しました。

「備えるべき目標」と「起きてはならない最悪の事態」「備えるべき目標」と「起きてはならない最悪の事態」

事前に備えるべき目標 起きてはならない最悪の事態

1 直接死を最大限防ぐ

1-1 地震等による建物倒壊や火災による多数の死傷者の発生

1-2 大規模な火山噴火・土砂災害等による多数の死傷者の発生

1-3 暴風雪及び豪雪による重大事故や交通途絶に伴う死傷者の発生

2

救助・救急、医療活
動が迅速に行われる
とともに、被災者等
の健康・避難生活環
境を確実に確保する

2-1 地域の衛生状態が悪化する事態

2-2 救助・救急、医療活動を行う人材の不足

2-3 医療需要が急激に増加し、医療機能が麻痺・停止する事態

2-4 劣悪な避難環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康
状態の悪化・死者の発生

3 必要不可欠な行政機
能は確保する

3-1 被災等により治安が悪化する事態

3-2 行政職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下

4 必要不可欠な情報通
信機能は確保する

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・長期停止

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により情報が必要な者に伝達でき
ない事態

4-3 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝
達ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態

5 経済活動を機能不全
に陥らせない

5-1 企業の生産力低下、経済活動の停滞

5-2 食料等の安定供給の停滞

6

ライフライン等の被
害を最小限に留める
とともに、早期に復
旧させる

6-1 電気・石油・ガス等のエネルギー供給機能の停止

6-2 上下水道等の長期間にわたる機能停止

6-3 道路の分断等による交通ネットワーク機能の停止

7
制御不能な複合災害・
二次災害を発生させ
ない

7-1 ため池や天然ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発生

7-2 有害物質の大規模拡散・流出

7-3 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

8

社会・経済が迅速か
つ従前より強靭な姿
で復興できる条件を
整備する

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大
幅に遅れる事態

8-2 復旧・復興を担う人材の不足等により復旧・復興が大幅に遅れ
る事態

8-3 貴重な文化財の損失や地域コミュニティの崩壊等による有形・
無形の文化の衰退

8-4 風評被害や信用不安、生産力の回復遅れ、大量の失業・倒産等
による経済への甚大な影響
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「起きてはならない最悪の事態」ごとに脆弱性評
価を行い、課題を抽出し、８つの「備えるべき目標」
ごとにまとめました。

脆弱性の評価脆弱性の評価

備えるべき目標 1　直前死を最大限防ぐ

起きてはならない
最悪の事態

1-1 地震等による建物倒壊や火災による多数の死傷者の発生

1-2 大規模な火山噴火・土砂災害等による多数の死傷者の発生

1-3 暴風雪及び豪雪による重大事故や交通途絶に伴う死傷者の発生

対象の事象 回避に向けた評価結果

1-1
町内には木造住宅を主とした住宅密集地があるため、一人の犠牲者も出さない
よう、道路等の整備による避難路の確保、火災の延焼防止対策や空き家対策を
促進し、防災性を高めていくまちづくりを推進することが重要な課題である。

1-1
切迫性が指摘されている地震から町民の生命及び財産を守るため、住宅やブ
ロック塀等の耐震診断や耐震改修工事を行う町民を支援する等、耐震化を促進
する必要がある。

1-2
冬季に磐梯山が噴火した場合、町の東部、中部の広い範囲に火山泥流が流れ込
み、重大な損害を被ることが予想される。避難勧告等の早期発令及び広報に努
めるとともに、避難経路の周知徹底、自助・共助体制を整備する必要がある。

1-1
1-2
1-3

発災直後、行政による救出救護体制の整わない状況下においては、地域の助け
合いが重要であり、隣近所での助け合いの精神を基本に、町、町民、行政区等
が協力し、要配慮者等も含めた避難救助体制を推進する必要がある。

1-3

過疎化・高齢化の進行に伴い、除排雪の担い手不足が深刻化している。そのた
め、地域ぐるみの支援体制の確立が求められていることから、町、町民、行政
区等が一体となって雪害防止対策に係る情報共有及び連携体制の強化に取り組
んで行く必要がある。
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備えるべき目標 1　直前死を最大限防ぐ

起きてはならない
最悪の事態

2-1 地域の衛生状態が悪化する事態

2-2 救助・救急、医療活動を行う人材の不足

2-3 医療需要が急激に増加し、医療機能が麻痺・停止する事態

2-4 劣悪な避難環境、不十分な健康管理による多数の被災者の健康状
態の悪化・死者の発生

対象の事象 回避に向けた評価結果

2-1
災害時には、し尿や廃棄物の処理機能が低下する。トイレ対策やゴミ処分の
マナーの向上を図るとともに、収集車両や必要な機材を確保するため、他市
町村との相互応援協定や業者・団体との協力関係を充実する必要がある。

2-1
2-3

平時から、予防接種の促進等感染症発生予防のための健康指導を行うととも
に、感染症流行情報の提供を実施する必要がある。

2-2 救助部隊等関係機関による救助・捜索活動が早期に実施できるような受援体
制の構築をしておく必要がある。

2-2
過疎化・高齢化の進行に伴い、消防団員の定数の維持が困難となっているこ
とから、行政区単位での自主防災組織の結成や機能別消防団員の導入等の検
討が必要となっている。

2-2
2-3

災害時には、救助・救急事象が同時多発することに加え、道路等の損壊によっ
て、消防署等による組織的な応急活動が実施出来なくなることも予想される。
このため、地域ぐるみの防災協力体制の整備や地域コミュニティの活性化、
防災訓練の充実、応急手当の普及促進等、災害から地域社会を守っていくこ
とを目的とした対策を推進し、地域が連携した防災体制の確立を図る必要が
ある。また、災害時に弱い立場にある要配慮者が利用している社会福祉施設
等における避難体制の整備と、行政や地域との連携を強化することが重要で
ある。

2-4
不慣れな避難所生活、不特定多数の避難者との共同生活により、体調不良者
や感染症のまん延による死者の発生が懸念される。避難者の健康管理や快適
な環境の整備等、避難所における安全対策に万全を期する必要がある。

2-4
不慣れな避難所生活、不特定多数の避難者との共同生活により、体調不良者
や感染症のまん延による死者の発生が懸念される。避難者の健康管理や快適
な環境の整備等、避難所における安全対策に万全を期する必要がある。
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備えるべき目標 3 必要不可欠な行政機能は確保する

起きてはならない最
悪の事態

3-1 被災等により治安が悪化する事態

3-2 行政職員・施設等の被災による行政機能の大幅な低下

対象の事象 回避に向けた評価結果

3-1
被災等による治安の悪化を防ぐには、町民一人ひとりが防犯知識を習得し、防
犯意識を高めることにより、日常生活の中で犯罪にあわないための取り組みを
実施していくことが重要である。

3-1
災害時には、様々な社会的混乱の発生が予想されるため、平時から警察署や行
政区、関係機関が連携し、町民等の生命の安全確保、各種犯罪の予防、取り締
まり、見守り等について万全を期する必要がある。

3-2
災害時には、職員の全員が参集できない状況であっても必要な業務や活動が行
えるよう、職員は、平時から町民感覚と危機管理意識を養い、災害対応も含め
た実践能力の維持・向上に努める必要がある。
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備えるべき目標 3 必要不可欠な行政機能は確保する

起きてはならない最
悪の事態

4-1 防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・長期停止

4-2 テレビ・ラジオ放送の中断等により情報が必要な者に伝達できな
い事態

4-3 災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達
ができず、避難行動や救助・支援が遅れる事態

対象の事象 回避に向けた評価結果

4-1
再生可能エネルギーと蓄電設備の組み合わせや非常電源の導入等を積極的に検
討し、電気等のエネルギー供給の停止時にも、行政機能及び避難体制への影響
を最小限に抑える必要がある。

4-1
4-2

発災後、必要な情報を確実に伝達する為、防災行政無線やお知らせメールはも
とより、多数の伝達手段を確保し、随時正確な情報を発信する必要がある。

4-2
災害時にも情報の共有・提供ができるよう、あらかじめ町民や行政区等との情
報伝達に関する連携・協力体制を充実するとともに、要配慮者が利用する施設
に対する情報伝達について万全を期する必要がある。

4-2
情報セキュリティやデータのバックアップ体制の強化により、町保有の情報を
守り続けるとともに、情報サービスの維持向上のための最新技術の活用も検討
していく必要がある。

4-3

災害時には、災害の状況を迅速かつ的確に把握し、関係機関が連携して組織的
に活動するとともに、情報を町民等に伝える体制とその情報の正確性、確実性
を絶えず向上していく必要がある。また、常に町民ニーズの把握に努めておく
必要がある。

4-3

町では防災行政無線屋外子局の他に、各戸に配備したテレビ電話により防災情
報の伝達を行っていたが、令和元年 9 月のテレビ電話廃止に伴い、情報伝達
機能を登録メール制の「お知らせメール」に移行した。現在登録数がまだ少な
く、また、高齢者等のメール受信環境にない方への情報伝達手段が屋外子局の
みとなっていることから、全世帯への確実な情報伝達手段の確保が重要な課題
となっている。

52- -



備えるべき目標 3 必要不可欠な行政機能は確保する

起きてはならない最
悪の事態

5-1 企業の生産力低下・経済活動の停滞

5-2 食料等の安定供給の停滞

対象の事象 回避に向けた評価結果

5-1 平時から、町内の産業能力を向上することにより、災害時に農・商・工等の停
滞を招かないよう、産業の基盤を整備していく必要がある。

5-1
5-2

地域や企業相互の連携を図り、産業の活性化とあわせて、技術向上とリスク分
散を進めていく必要がある。

5-1
5-2

大規模災害等により基幹道路となる県道等が分断される事態が発生した場合に
おいても、町道・林道・農道を迂回路として活用できるよう、平時より維持管
理に努め、必要に応じて計画的に整備していく必要がある。
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備えるべき目標 3 必要不可欠な行政機能は確保する

起きてはならない最
悪の事態

6-1 電気・石油・ガス等のエネルギー供給機能の停止

6-2 上下水道等の長期間にわたる機能停止

6-3 道路の分断等による交通ネットワーク機能の停止

対象の事象 回避に向けた評価結果

6-1 大規模災害時には、電力やガソリン、石油等の燃料の確保が困難となることが
予想されることから、非常用発電機の整備や燃料等の備蓄に努める必要がある。

6-2
大規模自然災害が発生した場合であっても、水道による給水機能を確保するた
め、基幹管路や配水池などの水道施設の耐震化、・老朽化対策を計画的に推進し、
適切な維持管理に努めていく必要がある。

6-2
大規模自然災害等によって下水道施設の機能が損なわれた場合、疫病や感染症
等が蔓延するリスクがあることから、下水道施設の適切な維持管理を行い、持
続的な機能確保に取り組んで行く必要がある。

6-3
災害時には、様々な交通の混乱等の発生が予想されるため、道路管理者、警察
署、民間団体等とが連携・協力し、交通秩序の維持等についても万全を期する
必要がある。

6-3
災害時の輸送と交通を円滑に行うため、橋梁等の保全や長寿命化を実施すると
ともに、障害物の除去等の管理行為の迅速化や、占用物の耐震性向上について、
道路管理者とライフライン事業者とが協力し推進する必要がある。
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備えるべき目標 3 必要不可欠な行政機能は確保する

起きてはならない最
悪の事態

7-1 ため池や天然ダム等の損壊・機能不全による二次災害の発生

7-2 有害物質の大規模拡散・流出

7-3 農地・森林等の荒廃による被害の拡大

対象の事象 回避に向けた評価結果

7-1 大雨等による溢水やそれに伴う土砂災害の発生抑止のため、用水路や貯水地の
適切な維持管理に努め、計画的に整備していくことが重要である。

7-2
事業所における危険物・有害物質等の管理指導を徹底し、流出等の未然防止対
策や事故防止策を求め、事業所や町民の危険物等への知識と意識を高めるとと
もに、NBC 災害への迅速な対応が必要である。

7-3

有害鳥獣の被害が拡大傾向にある一方、対策に当たる人材が不足し、農作物等
への被害増加が懸念されている。鳥獣被害を一因とする耕作放棄地の発生や森
林の荒廃等は、災害発生時における被害拡大のリスクを増加させる可能性もあ
ることから、生息環境の管理、被害防除及び効果的な捕獲等を組み合わせた総
合的な対策を推進するとともに、鳥獣被害防止対策を担う人材の育成に取り組
み、関係機関が連携した鳥獣被害防止対策を強化していく必要がある。

7-3

農林業従事者は年々減少傾向にあり、農業振興の中心的担い手としての役割を
もつ認定農業者についても、高齢化・若者の就農率の低下により減少が懸念さ
れていることから、新規就農者及び担い手の確保・育成支援の対策の充実が求
められている。
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備えるべき目標 3 必要不可欠な行政機能は確保する

起きてはならない最
悪の事態

8-1 大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅
に遅れる事態

8-2 復旧・復興を担う人材の不足等により復旧・復興が大幅に遅れる
事態

8-3 貴重な文化財の損失や地域コミュニティの崩壊等による有形・無
形の文化の衰退

8-4 風評被害や信用不安、生産力回復の遅れ、大量の失業・倒産等に
よる経済への甚大な影響

対象の事象 回避に向けた評価結果

8-1

大規模自然災害発生時には、大量の災害廃棄物が発生し、通常どおりの廃棄物
処理が困難となることが予想されることから、災害廃棄物の撤去、収集運搬、
処理・処分についての災害時応援に関し関係団体と協定を締結する等、災害廃
棄物を迅速に処理する体制の整備が必要となっている。

8-2
職員・施設の被災により、行政機能が大幅に低下し、復旧・復興が遅れる事態
を回避するため、平時より関係機関との連携を密にし、災害時における体制の
構築に力を入れていく必要がある。

8-2

災害時には、町の能力には限界があり、多くの被災者に対してきめ細やかな援
助を行うには、自助・共助による助け合いやボランティア、自主防災組織等の
協力が不可欠である。ボランティア受入体制の整備や自主防災組織の発足支援
等、防災連携体制の確立を図り、町民へ防災訓練等への積極的な参加を呼び掛
ける等、地域における防災行動力の強化を図る必要がある。

8-3
磐梯町の自然・歴史・文化的環境のなかで育まれ継承されてきた文化財を確実
に保存し後世に継承するためにも、平時より各地区及び保存団体等と連携を
図っていく必要がある。

8-4

東日本大震災からの復興及び原子力災害の影響による風評の払拭に向けて、検
査等による安全性の確保、観光資源や農産物の魅力等の情報発信、国内外から
の様々な観光誘客プロモーション等に取り組み、正確な情報をいち早く収集し、
適時適切に情報発信していくとともに、風評払拭にむけて戦略的・効果的な対
策の手法等について検討を深めていく必要がある。
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取り組むべき施策については、本計画の 12 個の
政策分野に基づき、分野を設定します。

「起きてはならない最悪の事態」ごとに行った脆弱
性の評価の結果をもとに、これを回避するために取
り組むべき施策を検討しました。

強靭化の推進に向けた取組強靭化の推進に向けた取組

各分野と脆弱性評価で設定した 24 項目の「起き
てはならない最悪の事態」の関係については、次
ページの整理対照表の通りです。

1　子育て

2　教育・生涯学習・スポーツ

3　歴史・文化・国際交流

4　農林業・有害鳥獣被害対策

5　商工業と産業創出

6　観光と広報・マーケティング

7　健康・医療・福祉

8　安全・安心と公共交通

9　循環型社会と生活インフラ

10　まちづくりの再デザイン

11　行政経営の再デザイン

12　幸せの再デザイン

なお、国・県が実施しないことにより本町が甚
大な被害を受けることが想定される事業等につい
ては、国・県との連携を強化し、適切に推進して
いきます。
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強靭化基本目標▶ １　人命の保護が最大限図られる ２　救助・救急、医療活動が迅速に行われるとともに、
被災者等の健康・避難生活環境を確実に確保する

起きてはならない
最悪の事態▶

１－１ １－２ １－３ ２－１ ２－２ ２－３ ２－４

地震等によ
る建物倒壊
や火災によ
る多数の死
傷者の発生

大規模な火
山噴火・土
砂災害等に
よる多数の
死傷者の発

生

暴風雪及び
豪雪による
重大事故や
交通途絶に
伴う死傷者

の発生

地域の衛生
状態が悪化
する事態

救助・救急、
医療活動を
行う人材の

不足

医療需要が
急激に増加
し、医療機
能が麻痺・
停止する事

態

劣悪な避難環
境、不十分な
健康管理によ
る多数の被災
者の健康状態
の悪化、死者

の発生基本目標・政策 強靭化に係る
具体的な取組

未
来
へ
繋
が
る
ま
ち
づ
く
り

子育て
地域における
子ども・子育
て支援体制の

拡充
● ● ● ● ●

教育・
生涯学習・
スポーツ

教育 ● ● ● ● ●

歴史・文化・
国際交流 歴史・文化

や
り
が
い
の
あ
る
仕
事
づ
く
り

農林業・
有害鳥獣
被害対策

農業

林業・有害鳥
獣被害対策

商工業と
産業創出

商工業

産業創出

観光と広報・
マーケティ

ング

観光と広報・
マーケティン

グ
● ● ● ● ●

充
実
し
た
暮
ら
し
づ
く
り

健康・
医療・福祉

健康・医療 ● ● ● ●

福祉 ● ● ● ● ● ● ●

安全・安心
と公共交通

防災・防犯対
策 ● ● ● ● ●

公共交通と道
路 ● ● ● ● ●

循環型社会
と生活イン

フラ

地域循環
共生圏

生活
インフラ

共
創
協
働
の
ま
ち
づ
く
り

まちづくり
の再デザイ

ン

共創・協働の
まちづくり ● ● ● ● ●

交流・移住・
定住 ● ● ● ● ●

行政経営の
再デザイン

持続可能な財
政基盤の構築

行政経営
変革

幸せの
再デザイン

働き方の再デ
ザイン

58- -



強靭化基本目標▶ ３　必要不可欠な行政機能は確
保する ４　必要不可欠な情報通信機能は確保する

起きてはならない
最悪の事態▶

３－１ ３－２ ４－１ ４－２ ４－３

被災等によ
り治安が悪
化する事態

行政職員・施
設等の被災に
よる行政機能
の大幅な低下

防災・災害対
応に必要な通
信インフラの
麻痺・長期停

止

テレビ・ラジオ
放送の中断等に
より情報が必要
な者に伝達でき

ない事態

災害時に活用する情報
サービスが機能停止し、
情報の収集・伝達ができ
ず、避難行動や救助・支

援が遅れる事態
基本目標・政策 強靭化に係る

具体的な取組

未
来
へ
繋
が
る
ま
ち
づ
く
り

子育て
地域における
子ども・子育
て支援体制の

拡充
●

教育・
生涯学習・
スポーツ

教育 ●

歴史・文化・
国際交流 歴史・文化

や
り
が
い
の
あ
る
仕
事
づ
く
り

農林業・
有害鳥獣
被害対策

農業

林業・有害鳥
獣被害対策

商工業と
産業創出

商工業

産業創出

観光と広報・
マーケティ

ング

観光と広報・
マーケティン

グ
● ● ● ● ●

充
実
し
た
暮
ら
し
づ
く
り

健康・
医療・福祉

健康・医療

福祉 ● ● ● ●

安全・安心
と公共交通

防災・防犯対
策 ● ● ● ● ●

公共交通と道
路 ●

循環型社会
と生活イン

フラ

地域循環
共生圏

生活
インフラ

共
創
協
働
の
ま
ち
づ
く
り

まちづくり
の再デザイ

ン

共創・協働の
まちづくり ●

交流・移住・
定住 ●

行政経営の
再デザイン

持続可能な財
政基盤の構築 ●

行政経営
変革 ● ● ● ●

幸せの
再デザイン

働き方の再デ
ザイン ● ● ● ●
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強靭化基本目標▶ ５　経済活動を機能不全に陥らせな
い

６　ライフライン等の被害を最小限に留めるとともに、
早期に復旧させる

起きてはならない
最悪の事態▶

５－１ ５－２ ６－１ ６－２ ６－３

企業の生産力低
下、経済活動の

停滞

食料等の安定供
給の停滞

電気・石油・ガ
ス等のエネル

ギー供給機能の
停止

上下水道等の長
期間にわたる機

能停止

道路の分断等に
よる交通ネット
ワーク機能の停

止

基本目標・政策 強靭化に係る
具体的な取組

未
来
へ
繋
が
る
ま
ち
づ
く
り

子育て
地域における
子ども・子育
て支援体制の

拡充

教育・
生涯学習・
スポーツ

教育

歴史・文化・
国際交流 歴史・文化

や
り
が
い
の
あ
る
仕
事
づ
く
り

農林業・
有害鳥獣
被害対策

農業

林業・有害鳥
獣被害対策

商工業と
産業創出

商工業 ● ●

産業創出 ● ●

観光と広報・
マーケティ

ング

観光と広報・
マーケティン

グ

充
実
し
た
暮
ら
し
づ
く
り

健康・
医療・福祉

健康・医療

福祉

安全・安心
と公共交通

防災・防犯対
策

公共交通と道
路 ● ● ● ●

循環型社会
と生活イン

フラ

地域循環
共生圏

生活
インフラ ●

共
創
協
働
の
ま
ち
づ
く
り

まちづくり
の再デザイ

ン

共創・協働の
まちづくり

交流・移住・
定住 ● ● ●

行政経営の
再デザイン

持続可能な財
政基盤の構築

行政経営
変革

幸せの
再デザイン

働き方の再デ
ザイン
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強靭化基本目標▶ ７　制御不能な複合災害・二次災
害を発生させない

８　社会・経済が迅速かつ従前より強靭な姿で復興できる
条件を整備する

起きてはならない
最悪の事態▶

７－１ ７－２ ７－３ ８－１ ８－２ ８－３ ８－４

ため池や
天然ダム
等の損壊・
機能不全
による二
次災害の

発生

有害物質
の大規模
拡散・流

出

農地・森
林等の荒
廃による
被害の拡

大

大量に発生す
る災害廃棄物
の処理の停滞
により復旧・
復興が大幅に
遅れる事態

復旧・復興を
担う人材の不
足等により復
旧・復興が大
幅に遅れる事

態

貴重な文化財
の損失や地域
コミュニティ
の崩壊等によ
る有形・無形
の文化の衰退

風評被害や信
用不安、生

産力の回復遅
れ、大量の失
業・倒産等に
よる経済への
甚大な影響

基本目標・政策 強靭化に係る
具体的な取組

未
来
へ
繋
が
る
ま
ち
づ
く
り

子育て
地域における
子ども・子育
て支援体制の

拡充
●

教育・
生涯学習・
スポーツ

教育 ●

歴史・文化・
国際交流 歴史・文化 ●

や
り
が
い
の
あ
る
仕
事
づ
く
り

農林業・
有害鳥獣
被害対策

農業 ● ●

林業・有害鳥
獣被害対策 ● ●

商工業と
産業創出

商工業 ●

産業創出 ●

観光と広報・
マーケティ

ング

観光と広報・
マーケティン

グ
● ●

充
実
し
た
暮
ら
し
づ
く
り

健康・
医療・福祉

健康・医療

福祉 ●

安全・安心
と公共交通

防災・防犯対
策 ●

公共交通と道
路 ● ●

循環型社会
と生活イン

フラ

地域循環
共生圏 ● ●

生活
インフラ

共
創
協
働
の
ま
ち
づ
く
り

まちづくり
の再デザイ

ン

共創・協働の
まちづくり ●

交流・移住・
定住 ● ● ●

行政経営の
再デザイン

持続可能な財
政基盤の構築

行政経営
変革 ● ●

幸せの
再デザイン

働き方の再デ
ザイン ● ●

61- -



行 政 経 営 方 針

62- -



（１）行政経営方針の主旨
本方針は、町の最上位計画である「磐梯町総合計画」（以下「総合計画」という。）で示した

将来像「自分たちの子や孫たちが暮らし続けたい魅力あるまちづくり」の実現に向け掲げた、
６つの基本目標及び施策分野別の取り組みの方向性、具体的な取り組みを効果的で効率的な行
政運営を行うために示すものである。

本方針を踏まえて、事業の必要性と有効性を十分検証を行い、事業実施計画（３年ローリング）
の策定及び予算編成に取り組むこととする。

（２）課題
人口減少 · 少子高齢化の進行、新型コロナウイルス感染症の世界的拡大により、社会が大き

く変化していることに加え、デジタル化の更なる加速化やテレワークなどによる働き方の改革、
ビジネスモデルの変容など社会経済構造や人々の行動、意識 · 価値観に大きな変化がもたらさ
れている。

この様な社会情勢の変化が速く、先の読めない時代の中、当町においても、時代の潮流を
的確に捉え、これまでのやり方にとらわれない新しい発想を持ち、変革への柔軟で迅速な行
政経営が求められている。

（３）計画期間
計画期間は、総合計画　後期基本計画期間である令和５年度から令和８年度までの４年間

とする。

磐梯町行政経営方針磐梯町行政経営方針

第１ はじめに

第２ 基本方針

（１）上記の課題の解決と総合計画で示した将来像の実現に向け、総合計画後期基本計画で定めた次
の３つの視点から、施策を超えた横断的な取り組みを進める。
①新たな日常への転換、②人口減少対策、③ＤＸの推進

（２）各施策の中でも優先順位を決めるなど、効果的で効率的な行政運営を行う。

（３）社会経済情勢の変化が速く、先の読めない時代の中、その時点での社会経済情勢の変化、国の
動向等を的確に捉えながら柔軟に対応していくため、ＯＯＤＡループ（ウーダループ）・Ｏｂｓ
ｅｒｖｅ（観察）：観察することによって現状を認識。→ · Ｏｒｉｅｎｔ（状況判断）：観察結果から、
状況判断。→ · Ｄｅｃｉｄｅ（意思決定）：具体的な方策や手段に関する意思の決定。→ · Ａｃｔ（実
行）：意思決定したことを実行。
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（１）各施策の基本的な方向性
　総合計画で掲げた施策において後期基本計画期間内における、基本的な「成果の方向性」
及び「コストの方向性」は、次のとおりとする。
① 成果の方向性
　原則、すべての施策において「向上」とする考えである。
② コストの方向性
　一般財源は、持続可能な行政経営を見据える中では、原則として削減する方向となるが、
基本方針に対応した重点施策及び事務事業において優先的に実施することとなった事業につ
いては、コストを維持又は上昇する考えであり、具体的な取り組みは次の（２）に示すとお
りである

（２）基本方針に対応した重点取り組み
　基本方針の下、重点取り組みについては、以下のとおりとする。

①移住定住推進
②農業振興
③観光振興
④子育て · 教育の充実
⑤デジタル変革に関する施策
⑥共創協働のまちづくり

（３）後期基本計画期間内の予算及び新規・拡充事業の企画
　予算編成については、義務的経費を考慮し、各施策において事務事業の評価を踏まえ事業
の抜本的な見直しや各事業間の優先順位等の調整を行う。
　新規 · 拡充事業については、成果の向上が難しく、新たな事業が必要であるとの判断に基
づき企画されるべきものであるため、事前の評価（検証）を必ず行い、施策の目標を達成す
るための効果の高い事業とする。その財源については、効果が低い既存事業のスクラップに
より捻出することとし、国 · 県補助金、過疎債などの活用を図ることとする。

第３ 施策推進の考え方と取組
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第４ 具体的な実行項目

（１）実行項目
　実行項目は、次の６つの大きな方針の柱に分類し、柱ごとに実行項目の取り組み内容を定
めます。

①組織の生産性向上
②将来事務量を見据えた適正な定員管理
③行政サービスの合理化と質の向上
④未来に向けた公共施設等の最適化と資産の有効活用
⑤第三セクター · 広域連携サービスの適正化
⑥未来投資へのチャレンジに向けた歳入確保

① 組織の生産性向上
　重複する事務や業務、効果が低い · 薄れた事業、既に成果が達成された事業等については、
検証に基づいて統廃合を行っていきます。更に、最適な効果検証により公共事業や委託事務
事業等のコストの縮減を図っていきます。
検証に基づき、やり方 · やることの改善を通じて事業費の縮減に取り組みます。

取組内容

· 事業のやり方 · やることの改善による継続的な事業スクラップ
· 補助金 · 助成金の見直し
· 効果検証による公共事業や委託事務等の経費縮減

　行政経営（組織目標管理 · 人事評価、予算編成 · 決算、個別計画等）の統合化と連動、計
画の総合化を図り、自治体経営の生産性を高めていきます。

取組内容

· 人事評価制度の本格的な運用
· 総合計画と個別計画との総合化 ( 期間、内容、役割分担等の明確化 )

　総合計画の「経営ビジョン」を組織全体で共有することにより、首長の政策判断と担当部
署 · 職員の取り組みをリンクさせていきます。さらに、住民ニーズや社会情勢の変化に対応
していくために、縦割り行政の弊害をなくし、総合性と機動性を兼ね備えた組織を目指し、
組織機構改革の定着と推進を図っていきます。

取組内容

· 縦割り行政の弊害をなくす組織機構改革の推進
· 政策パッケージの推進と定着
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　働き方改革の推進、多様な人々が働ける職場環境の創出、職員の多様な価値観からのイノ
ベーションなどにより、生産性向上を図っていきます。

取組内容

· 職員のスキルアップと変化に対応できる職員の育成
· 時間外勤務の縮減
· 働き方改革の推進 ( ワークライフバランスの実現、職場環境の整備等 )

② 将来事務量を見据えた適正な定員管理
　定年延長、アウトソーシング、広域連携、ICT 活用、官民共創などを考慮し、将来の行政サー
ビス量を最小限の人員で遂行できる定員数を検討し、限られた経営資源で行政サービスを提
供していくために、適切な定員管理と人件費等の抑制を行っていきます。

取組内容

· 定員適正化計画の策定
· 事務事業の見直し

③ 行政サービスの合理化と質の向上
　限られた職員で、多様な住民ニーズに応え、より高いサービスを提供していくために、民
間企業、ＮＰＯ、活動団体などのノウハウ、技術を活用してサービスの質を高めることを目
的に、公共サービスのアウトソーシングを進めていきます。
業務委託にあたっては、既存業務の標準化やコスト分析などを行い、業務執行方法を積極的
に見直し、業務委託事務を洗い出します。また、指定管理にあたっては、サービスの質を高め、
住民ニーズに的確に応え、事務事業のコスト削減に寄与する検証を行ったうえで導入を図っ
ていきます。

取組内容

· アウトソーシングの推進
· 指定管理の推進

　行政サービスの提供の視点を「量」から「質」へシフトさせることによって、より一層厳
しくなる財政状況のなかにおいても多様化する住民ニーズに対応していくことを可能として
いきます。

取組内容

· 住民満足度の向上 (ICT の有効活用、電話 · 窓口等の問合わせ対応の最適化など )
· 業務改善運動の推進（業務改善の目標設定、行政サービスの向上につながる改革 · 改善）
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　行政システムのデジタル化に加え、業務効率化と住民サービス向上の面からのデジタル化
を、人材、財政面とあわせて検討し、自治体規模にあったスマート自治体への転換を図って
いきます。

取組内容

· デジタル化を図っていく事業項目の検討、整理

　政策立案過程資料、歴史的 · 文化的価値などを持つ公文書等の管理を電子化によって効率
化を行うとともに、管理 · 保存 · 利用に関する最適なルール作りを行い、公文書管理の最適
化を図っていきます。

取組内容

· 行政文書ファイル等の保管管理の合理化、デジタル化

④ 未来に向けた公共施設等の最適化と資産の有効活用
　町が保有する資産を経営資源として捉え、戦略的に管理、活用、処分を行います。

取組内容

· 普通財産の売却、有効活用の推進
· 遊休資産、空きスペース等を活用した施設需要への対応 ( 機能転用の推進 )

　公共施設の老朽化時期を見据え、統廃合、複合化、長寿命化、民営化等も考慮し、公共施
設等の最適化と財政支出の平準化を進めていきます。

取組内容

· 公共施設保全管理計画の策定
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⑤ 第三セクター等出資法人・広域連携の適正化
　第三セクター等出資法人の経営状況把握を強化し、「第三セクター等の経営健全化等に関
する指針 (H26.8.5 付け総財公第 102 号 )」に沿った健全化手法等によって出資法人の経営
安定化、合理化を図るとともに、指定管理については、経営評価や指定管理料の算定手法の
点検強化を行い、適正な指定管理委託を行っていきます。

取組内容】

· 第三セクター等出資法人の経営合理化支援
· 適正な指定管理料の算定

広域連携による事務事業の合理化を推進するとともに、現状の広域連携事業についても、連
携 · 負担内容等を検証し、連携効果を高めていきます。

取組内容

· 新たな広域連携事業の可能性検討
· 既存連携事業の検証

⑥ 未来投資へのチャレンジに向けた歳入確保
活動事業の財源のほか、未来投資事業の財源確保のため、ふるさと納税、国県補助金等の活
用などに加え、未活用公共用地の売却 · 賃貸のほか、新たな財源収入の確保、コスト削減手
段を検討します。

取組内容

· ふるさと納税の更なる拡充
· 補助金、交付金の活用
· 未活用公共用地の有効活用
· 企業版ふるさと納税制度の活用
· クラウドファンディングの活用検討
· 町税、料金の収納率の向上
· 民間活力の利用など、新たな財源収入手法の検討
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